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生産と消費の矛盾と資本蓄積

一一富塚良三氏の「均衡蓄積軌道」をめぐって一一

唐渡興宣

序 生産と消費の矛盾と戦後論争

[1] 山田盛太郎氏は消費制限の問題を再生産表式に位置付けることは，

過少消費説とマルクスの見地とを峻別する理論的基準であると問題提起され

た。

戦後論争はこの提起に端を発する。だが，これには意味がなし、。 V+Mド

グマに基づくシスモンディ流の過少消費説に表式を位置付けることは，それ

自体として正当であるが，それ以上でも，それ以下でもなし、。剰余価値の実

現不能を主張するシスモンディストに対して，再生産表式はそれ自体でもっ

て「剰余価値を実現することができる」ことを示しているからである。消費

制限の問題を表式に位置付けるかどうかの以前に，再生産表式そのものがシ

スモンディ流の過少消費説を批判しているのである。逆に，このような提起

は，表式を利用し，そこに消費限界の問題を位置付けたとする過少消費説に

対しては，山田氏の議論は無力となり，何ら批判しえないということになる。

更に，消費制限の問題を表式に位置付けるべきかどうかの議論ほど的はず

れのものはない。ことさらに問題とすべき性格のものではない。労働者階級

の消費制限とは，彼等の消費が必需品の範囲に制限され，限界づけられてい

るということを意味するのであって，労働者階級の消費はその意味で過少消

費である。消費制限は剰余価値の実現不能を意味するのではなく，これなし

には剰余価値を生産することも，実現することもできない，資本が資本とし

て存在しえ，機能Lうる根本条件をなす。賃金の如何にかかわらず，労働者

階級の消費はかかるものとしてすでに解明済みのものであって，再生産表式
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論に先行する f資本論J鈴 H怒での分殺によってそのことが用意、'dれており，

従って，再生産紫式論の理論的前提をなしている。再生産表式は労働者階級

の消殺をそういうものとして受けとめ，それをV部分の実現の間踏として限

解い表示しているにすぎなし、ことさらに位麓づけるべきであるかどうか

の間鰯は最初から存在しないのであって， るべきだと主議したから

といって， 1何事も証明されなし、。そのことは表まえが示ずの試すでに理論的に

解明済みの鰭箆襲撃の流選議程での転態関係の関解なのであって，表式そのも

も証明しえないという再生薬表まえの性絡に由来するの

以上の問題提起な基礎にして，出回氏法下消費経界の形成=労賃の懇化J

~表式に投入され，r資本家的生援の全機構震憾j を説かれる。

これは支ず、もって再生産表式論の均衡論的，磯械論的三塁強であるといFる批

判を生み出したことは局知の通りであるc このことをことさらにし、L、たてる

つもりではないが，再生産の諸条件令均衡条件として解し，これと消綾限界

に一定の能動的役割合演じさせること会結合ぢせるならば，労働商品の偶{度

以下への切り下げしか欝りょうがなくなる。

出回氏はもともと「不十分な消費」からの恐穫の税拐を拒否子するために，

表式に消資額綴の問欝を位置付けるべきだとー強識したのであるが，そのよき

意図にもかかわらず型表式を利用したがために「不十分な消脅jから恐慢を

説明する素朴な過少消費説となった。時離にすべきでないことを関懸にした

がゆえにそうなったのである。

山田氏の表式瑛解の問題はともかく，氏 と消殺の矛j霞は「務費限界j

の{邸j罰に力点が置かれ.:それに能動的役割を与えられた矛諮として措窓され，

事実上，消費限界出生産と消費の矛患の肢障に解消されてしまった。

誌上のように，生産と消費の矛盾が泊費制限にカ点が綾かれて解され，そ

れが能動的に作用するものとして説くならば，それは慾競の「誤拠(Grund).J

としてよりも「露髄 (Ursache).Jしとして解されることとなりゑ恐舗の設現

は，生産のための生選震を大いに主張したとしても，過少消費説にならざるを

えないし，また，これと再生態表式とが結合されれば，均衡重量約tこならざ、る
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をえない。

山田氏にあっては，再生産表式は「素材視点，二部門分割，生産力表現J，

「価値視点，構成C+V+M，生産関係表現」であるとされ， r唯物論の根
本的範醇(生産力と生産関係〉との内面的連繋の下に立でられて」おり，従

って，それは「資本主義的経済構成の総括的表式」であり， r変革の基底に
貫き徹る鉄の如き必然性を規定するところの基準」を提示するものだとされ

る。

資本制的生産様式が一括的に表現され，しかも革命の必然、性さえも表式の

中に読み込むのであるから，革命が生ぜ、ざるをえない諸矛盾一一これに生産

と消費の矛盾が無関係であると主張するのではないがーーに比Lて，生産と

消費の矛盾程度のものが表式に措定されるとするのは当然で、あろう。再生産

表式論の意義と限界につトての言明を避けて通ることはできないが，ごこで

は，生産と消費の矛盾が表式に直接的に措定されるとするならば，恐慌論の

展開は，均衡論的，機械論的，過少消費説的問題把握にならざるをえないと

いうことを確認しておこう。

1) ILJ田盛太郎「時時過程表式分析序論』改造社， 1948年， 79頁。

2) 同上， 80頁。

3) 同上。

[2 J 生産と消費の矛盾が再生産表式に措定され，展開されるとするのは

レーニンにおいてもみられる。レーニンはナロードニキ流の過少消費説を批

判して， r生産と消費との聞の矛盾」によっては恐慌を説明しえない，それ
はエンゲルスの《生産め社会的性格と取得の私的性格との聞の矛盾》から説

明されなければならないとした。この場合， レーニンが述べている「生産と

消費の矛盾」はナロードニキ流の「不十分な消費」であって，マルクスが説

く「生産と消費の矛盾Jと異なる，かどうかについては明言しにくし、。レー

ニンが生産と消費の矛盾によって恐慌を説明することに力点を置こうとしな

かったことだけほ，当時の論争の性格から明白である。レーニンは生産と消

費の矛盾は， r全く均衡のとれた理想的に円滑な実現の場合でさえも，存在
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する」とし，それは「実現が消費資料に関してよりもむしろ生産手段に関し

てより多く行たわれること」であるとして，いわゆるレーニン表式として表

示した。レーニシの批判はナロードニキ等の過少消費説に対する批判で，一そ

れは「系統的な過剰生産」が「不十分な消費」によって生じる ζと，そのた

めに外国貿易に支えられなければ資本主義の行きづまりが生じるとする主張

に向けられており，従って，資本主義は発展すること，<<生産と消費の矛盾》

はその発展を根拠づけるものとして力説せざるをえなかったし論争内容と

してその側面を全面に出さざるをえなかった。

レーニンの生産と消費の矛盾は資本主義発展の内容を規定するものとして

位置付けられている。すなわち，資本制生産は生産がそれ自体として生産の

ための生産を展開していくのではなく， r消費の一定の状態は均衡の諸要素
の一つなのでありJ，労働者階級の制限された消費という一定の状態を条件と

じそれに補足されなければならないこと，生産と消費の聞には一定の関係

があり jその関係は「間接的jであり，究極的には消費は生産のあとについ

ていくこと，資本主義の発展はかかる内容を実現していくものとして示され

た。レーニシは労働者階級の過少消費を資本主義の行きづまりを規定するも

のとしてではなく，逆に発展を根拠づけ，その発展の内容〈不均等発展〉を

規定するものとして力説している。それは同時にツガン流の生産は泊費とは

無関係に発展しうるとする見解を拒杏することにもなる。生産は消費とは無

関係でありえず，それは間接的な連関(生産手段の発展は消費資料の生産に

結実せざるをえないこと)を示し生産は消費によって「窮極」においての

み制限されると主張した。レーニンにあっては生産と消費の矛盾についての

指摘の力点は恐慌の根拠づけのためではなく，長期的にロシアの資本主義の

発展の根拠づけのためのものであり，それは当時の論争の内容が資本主義の

崩壊論を批判するということに制約されてのことである。批判の相手がナロ

{ドニキ流の過少消費説であれ，ツガン流の生産のための生産であれ，表式

論がその論拠に求められている以上，資本主義の長期的趨勢傾向を表式でも

って表示し，対置することは意義のあることであり，そこにおいて資本主義
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は発展すること，だがその発展の過程はツガン流の正常的無矛盾の過程でな

く，そこに生産と消費の矛盾の現れがあるといういし、方にならざるをえなか

った。従って，恐慌の根拠という側面の問題を出すことは論争の内容から的

はずれであり，またそれは主要な問題でもなかった。山田氏を始め，多くの論

者がレーニンの見解に依拠して恐慌の窮極の根拠を導き出すという点では正

当とはいいがたい。レーニンが「生産と消費の聞の矛盾」から恐慌を説明し

えないというとき，これをマノレクスのいうところの恐慌を根拠づける矛盾を

語ってレるのか，またナロードニキ流の不十分な消費を否定しているのか，

後者であったとしても，生産と消費の矛盾が恐慌の根拠:をなすということは

どういうことか，ということを明確に説いているわけでもない。資本主義の

発展の根拠づけの側面にレーニンの主張の力点があるからといって，矛盾を

この側面においてのみ解することはできなし、。レーニンにあっては，生産と

消費の矛盾は明らかにいわゆるレーニン表式(不均等発展表式〉において概

念されている。この場合レーニン表式は生産と消費の矛盾そのものではなく，

そのあらわれであると解した方がよいのかもしれないが，レーニン表式にお

ける不均等発展は，資本の有機的構成高度化にのみ求づくものであるとのレ

ーニンの主張であるが， しかしレーニン表式は第ーに，第 i部門の蓄積率50

%，第I部門の蓄積の優先，第二に，第I部門の利潤率が第H部門よりも低

いにもかかわらず，第I部門が第E部門よりも蓄積率が高いこと，等の特殊

な仮定があるが故に成立している。また，資本の有機的構成高度化をもって

直ちに生産と消費の矛盾というわけにはし、かないであろう。従って，レーニ

ン表式をもって恐慌の根拠づけを考えるのは無理であろう。レーニン表式が

資本主義の長期的発展過程において現われる矛盾を表現しているからといっ

て，生産と消費の矛盾をこの側面においてのみ解しえないが，かかる一面化

を行ったのが山本二三丸氏で、ある。

n レーニン『全集』第2巻， 150-152頁。
2) 宇高基輔「再生産論と恐慌との連繋についてJ: ~社会科学研究』第 3 巻，第 1 号。

3) レーニン『全集』第4巻， 177-8真。
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[3) 山本氏は再生産論をいかに解しではならないかを「恐慌論研究』で，

いかに解すべきであるかを『再生産論研究』において展開している。

いかに解すべきかについては第一に， I社会的総資本の商品生産物が価値

的質料的にいかに填補されるか，その諸条件を分析することが」直接のテー

マであり，第二に， I生産と消費の矛盾(内在的矛盾〉がし、かに行なわれる

か」が問題の焦点をなすとされる。第一の課題が再生産論の直接のテーマで

あることはマノレクス自身表明するところであるが，第二の課題についてはマ

ルクス自身，何事も述べておらないが，山本氏によれば，再生産表式によっ

て示される生産と消費の矛盾は「むしろ，資本主義的生産の発展，その拡大

再生産の法則そのものであるJと主張される。

ここで主張される生産と消費の矛盾は諸動揺，諸困難，諸恐慌を貫ぬく資

本主義の趨勢的発展の根拠を示すものであって，恐慌の根拠付けとは別の側

面が主張されているのである。すなわち，恐慌が説明されたとしても尚かっ

残る問題，諸動揺，諸困難，諸恐慌を貫ぬく資本主義発展の問題が追求され

ているのである。山本氏は生産と消費の矛盾をこの側面にのみ一面化されて

いるのであるが， Ir内在的矛盾」から『恐慌」を引き出そうとする試みは，

第二巻第三編によって反駁されている」とする立場からは当然であろう。山

本氏は生産の社会的性格と取得の私的性格から恐慌を説くべきであると，レ

ーニンと同様の主張をするのであるが，この点はマルクスの見解と明白に異

なるのであって，山本氏はこの点に気づいてか，基本矛盾は「ただ右のいわ

ゆる『内在的矛盾」を通じてのみ，ただ『内在的矛盾」とL、う形でのみ，再

生産論=実現理論においてあらわれている」と主張し，つじつまをあわせよ

うとされる。だが， I内在的矛盾からの恐慌の説明は再生産表式論によって

反駁されているのであるから，基本矛盾が内在的矛盾として現われるとする

ならば，その現われである基本矛盾による恐慌の説明も否定されざるをえな

いのではないか，という当然の批判を受けることとなった。いわゆるレーニ

ン表式でもって基本的には生産と消聾の矛盾を概念し，それが資本主義の発

展を理想的平均を表示しているのであるから，生産と消費の矛盾による恐慌
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の根拠づけということは否定されざるをえないということは当然のことであ

る。

1) 山本二三丸『恐慌論研究」青木書府， 1950年。

2) 山本「再生産論研究』日本評論新社， 1956年。

3) 同上， 71頁。

4) 向上， 73-4頁。

5) 同上，.75頁。

6) 山本『恐慌論研究J64頁。
n 向上， 109頁。
8) 宇高，前掲論文， 22頁。

以上，山田氏と山本氏の見解をみてきたが，両者共に生産と消費の矛盾が

再生産表式に定立され，展開されるとするという点では同一であるが，その

結論は全く異なる。一方は恐慌の均衡論的過少消費説的問題把握となり，他

方は恐慌の根拠づけをあいまいにせざるをえなくした。両者の再生産の諸条

件に関する理解は，一方が「均衡条件論」であり，他方が「法則論」という

基本的相異を示すものの，表式に矛盾が措定されるとするならば，いずれか

の偏僑を受けざるをえないことは明白である。また，両者の見解を正当化す

る為にレーニンに依拠するということも見当違いであることは明白である。

我々は以上の戦後の論争の出発点をなした両者の見解を克服するには，表式

には《矛盾》は措定しえないとしなければならなし、。表式に生産と消費の矛

盾が措定されることによって生じる理論的混乱に気づき，表式にはいかなる

形にせよ措定することを拒否したのが富塚良三氏で、あり，それは戦後論争の

ー画期をなした。

だが，富塚氏は完全に再生産表式から足を抜くことはできず，再生産表式

と《生産と消費の矛盾》との連繋を立ち切ることは《再生産論なき恐慌論》

となるとして，理論的基準としての再生産表式という山田氏の見解のー側面

を受けつぐ。すなわち，再生産の諸条件を「法則」論，及び「条件J論の二

様に解し，生産と消費の矛盾の説明に対しては「条件」論を採用し，再生産

表式は「均衡蓄積軌道」としてのみ意義を付与される。以下，氏の均衡蓄積
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軌道を基準主 L:て矛盾を規定する点を検討しよう。

第 l節生産と消費の矛盾と「均衡蓄積軌道」

一一富塚氏の見解の検討一一

富塚氏は「資本論』第 I部第7篇で明らかにされた労働者階級の消費制限

の問題が，r再生産表式論による生産と消費との連関把握を媒介環」として，
第3部第3篇第15章の論理段階において，生産と消費の矛盾=r"恐慌の究極

の根拠」として規定されるとする。《矛盾》の規定が第3部第15章の論理段

階で行われるとすることに異論はないが，再生産表式がこの概念の定立にお

いて「媒介環」をなすとし、うことに大きな距離がある。「媒介環」としての再

生産表式は「均衡蓄積軌道」として具体化され，それはrcそれへの収献ので、
はなく〉それからの希離の内的傾向を析出把握するための基準としてのみJ，

又「生産の弾力性の限界を把握すべき規準」としての意義を持たされる。均

衡蓄積軌道を規定する均衡蓄積総額，均衡蓄積率を越えて行なわれる現実の

資本蓄積が恐慌を惹起せしめるのであるが，そのような資本蓄積を過剰蓄積，

過剰投資として把握する理論的基準として均衡蓄積軌道は措定される。以上

の過剰蓄積の累積過程が生産と消費の矛盾の展開過程であると規定される。

従って，以上の如く，再生産表式が《矛盾》の定立に対して位置付けられ

るには，再生産の諸条件は「法則」論としての側面において解されるのでは

なく， r条件」論として解されなければなあない。「法則」諭に立つならば，
諸動揺，諸困難，諸恐慌とし、う不均衡化の条件が析出されえない。均衡蓄積

軌道は何が不均衡であるかを規定するための理論的な規準で、あって，決して

実体的なものではなし、。表式に《矛盾》を措定しえないが，<<軌道》なくし

ては《矛盾》を語りえなし、。この点に「均衡論」的思考との相呉があると。

n 富塚良三『恐慌論研究」未来社.1962年.28頁.128頁。
2) 向上.105頁。

3) 向上， 89頁。

4) 均衡蓄積軌道を越える資本蓄積を過剰蓄積主しこの過剰蓄積の累積過程をもっ
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て生産と消費の矛盾の展開過程であるとする視点は氏の最近の論稿の中で更に鮮

明となってしる。 r恐慌論体系の展開方法について一一久留問教授への公開質問
状一一JC~商学論集」第41巻，第 7 号， 267頁〉。

日向上論文， 267頁。

[1J 生産と消費の矛盾を語るには再生産表式論は不可欠の理論的前提を

なすが，均衡蓄積軌道がなければ語りえないか。

マルクスは「資本論J第 3部の官頭で次のように語る。

「第 1部では，それ自体として見られた資本主義的生産過程が直接的生産

過程として示している諸現象が研究された。……しかしこのような直接的

生産過程で資本の生涯は終るのではない。それは現実の世界では流通過程に

よって補足されるのであって，この流通過程は第2部の研究対象だった」。

第2部は全体として流通過程の分析であって，それ以外の何ものでもなし、。

このことの確認の上で，マルクスは次のように述べる。

「第2部では，ことに第 3編で，社会的再生産過程の媒介としての流通過

程の考察に際して，資本主義的生産過程を全体として見れば，それは生産過

程を流通過程との統ーだということが明らかになった」と。

第 1部では生産過程が，第2部では流通過程がそれぞれ区別されて考察さ

れ，両過程の差異が徹底的に明確にされ，その上で再生産過程とは，相異なる

両過程が統ーしていること，相互に補足しあう関係であることが明確となっ

た。富塚氏は再生産表式論をもって「生産と消費との連関分析」とか r~生産

過程と流通過程との統一」の『条件」とその態様が…・・・明らかにされるJも

のとする。再生産表式論は流通過程論のー構成部分をなし，決して両過程の分

析が行なわれているわけではない。再生産過程が両過程の総合であり，統ー

であるということは流通過程の全体の分析をまって事後的にいいうることで

ある。かつて南克己氏が山田氏の見解を擁護する立場から，富塚氏を批判し

て，富塚氏は表式を単に「流通の媒介運動の分析」と見ており，山田氏は「資

本主義的経済構成の再生産の総括的表式Jと見ていると指摘したことに対し

て，富塚氏は表式分析を「流通の媒介運動の視角からする総再生産過程把握，
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『再生産の諸条件」の析出として，その意味でまさしく『社会的総資本の再

生産と流通』の総括把握」として把握しているのだと反論し，山田氏的な「総

括表式」なる理解を必ずしも否定されず¥容認される立場を表明しておられ

る。

生産過程の分析は流通過程を事実的に前提し，予想して行われたから，流

通過程の分析に必然的に上向しなければならず，そのことによって生産過程

が流通過程によって補足されることを意味する。流通過程の分析にあっては

生産過程は既に解明済みのものであって，理論的前提をなしているが，生産

過程に対して流通過程の分析は，流通過程を単に事実的前提とすることによ

って確立した生産過程を規定する諸範酵を根拠づけるとL、う意義を有してい

る。従って，流通過程の分析を前提して始めて資本制生産は両過程の統ーで

あると語りえたので、ある。

従って，マルクスは生産と消費の矛盾を語る第3部第3篇第15章で次のこ

とをまず確認した。剰余価値の生産と実現とは相異なるということ，一方は

「社会の生産力」によって，他方は「相異なる部門間の比率性によって，又

社会の消費力によって制限されている」のであって，両者は「時間的」にも

「場所的」にも，更に「概念的」にも異なることが確認される。この確認の

上で始めて生産と消費との矛盾する関係が次のように指摘された。

「したがって市場が絶えず拡張されねばならぬが，その結果，市場の諸関

係とこれを規制する諸条件とは，ますます，生産から独立した自然法則の姿

態をとるようになり，ますます統御できなくなる。内部的矛盾は，外部的生

産場面の拡張によって均衡をえようとする。だが生産力は，発展すればする

程，消聾諸関係がよって立つ狭障な基礎とますます矛盾するようになる(傍

点筆者)Jと。

すなわち，生産過程と流通過程の両過程の分析を土台として始めて生産と

消費が相異なるものでありJし走ふ:そ」両者が矛盾することが語りうるの

であって，再生産表式論は矛盾を語るための理論的お膳立ての有機的一環を

なす。両過程の分析を土台として始めて，第3部第3篇において生産と消費
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の矛盾が競争論的に処理されるのである。再生産表式論における資本流通と

所得流通の絡みあいの分析が矛盾を語る不可欠の理論的前提であるが，その

絡み合いを唯一のものとして特定化し，均衡蓄積軌道として示さなくとも十

分に生産と消費の矛盾を語りうるしそのような基準を設定する必要もない

であろう。逆に均衡蓄積軌道を設定することによって，論理的な無理が出て

来るであろう。以下，この点を検討しよう。

1) ~資本論』第 3 部，長谷部文雄訳，青木書庖， 73頁。

2) 同上， 73頁。

3) 富塚，前掲書， 302頁。

4) 向上， 312~3頁。

5) ~資本論』同上， 354~6頁。

[2 J 均衡蓄積軌道の観念性

「均衡蓄積軌道」が実体的なものの反映として把握されるならば，かかる

軌道は諸動揺，諸困難，諸恐慌を貫ぬいて法則的に進行する資本蓄積過程の

事後的な平均として，またその抽象したものということが可能となり，山本

氏のいうところの条件=法則論の立場を容認せざるをえなくなり，再生産の

諸条件を「条件」論として把握する立場を拒否しなければならなくなる。従

って，富塚氏はこの軌道を実体的，実在的なものとして理解することを拒否

し，理論的なものと規定する。だが，それは経済学者の頭脳の産物でしかな

し埋論的基準というよりも観念的な基準でしかなくなる。富塚氏はかかる

観念的基準をもって，現実の蓄積がこの軌道から議離するということを語る。

だが，r手離」を語りうるのは，そこに復帰してくるとしづ平均運動があって
初めて語りうるのである。例えば，市場価絡の生産価格からの希離運動を語

りうるのは，循環的価格変動という平均しうる事情があるからこそ語りうる

のであって，生産価格は再生産の基準価格たりえ，市場価格に対して生産価

格は理論的基準で、あるとL、L、うる。この場合，我々は生産価格を景気循環全

体から現実的なものとして抽象しえ，実体的なものとして規定しえる合理的

な根拠を語りうる。氏の如く，客観的な存在を証明しえず，またその合理的
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な存在根拠，その作用能力を示しえないものの存在を語り，そこからの訴離

を語ることは不可解である。

以上のことは均衡蓄積軌道を規定する要因を考察すれば一層その観念性は

明白である。

この軌道は両部門の均等成長を保障するものであり，その根拠は生産力が

一定ならば生産部門聞の比率=部門構成も一定であるということに求められ

る。部門構成は生産部門間の技術的=経済的関連性を示し，生産力が一定な

らば剰余価値率，資本の有機的構成が一定であるのと同様に一定であるとさ

れる。部門構成一定を維持するように資本蓄積が決まるというのであるから，

資本蓄積は生産力の従属関数ということになる。この点は再生産表式の構造

に対する無理解を示す。今，成長率を不変資本の成長率で示すと ，gω=.dC(t)

/C(り，粗成長率を G(り=g(t)十 1とすると，再生産の諸条件より，

W 1(り=C1(t十1)十 C 2(t+l)

これを変形して

Wl(t)/C1(t十1)=1十手叫-
'-'l(t+l) 

αI/G1(t)= 1 + Q(t+l) (但， αI=W1(り/C1(t)，不変資本投入係数の逆数，

Q(りは部門構成)

上式は更に，

Q (t) = ，. al 1 ___  a1 (t)=一戸一一一一一 1= -1 
Ci1(tー1) gl(t-I)+ 1 

ここで蓄積率を a，利潤率を πとすると，

Q(t)= a1 (t)= _ ， ， -1 
al(t-l)・πI十 1

t期の部門構成は一期前の蓄積率 al(tー1)によって規定されている。すなわ

ち，部門構成が資本蓄積を規定するのではなく，その逆である。資本蓄積に

規定されて部門構成が規定されているのであるから，生産力に照応して部門

構成が定まっている関係があるわけではないし資本蓄積が部門構成に規制

される関係でないことも明らかである。このような生産力一定なら部門構成
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一定とし、う見解は山田氏の「素材視点，二部門分割，生産力表現」という見

解に通じるものがあるが，このようなことは論証できる性格のものではない。

[3J r均衡蓄積軌道」による《矛盾》の析出について

富塚氏にあっては「均衡蓄積軌道Jは「生産過程と流通過程の統一」を示

しているのであるから，それは《矛盾》を示すものではなく，従って，矛盾

のない均衡表式に対置された現実の資本蓄積過程には矛盾があるということ

なのであろうが，これでは極めて機械的としかし、し、ょうがなし、。現実の蓄積

過程における矛盾の確認が，ぐ軌道》との対比によってなされており，その

意味で現実過程を外側から観念的なもので尺度することによって矛盾が析出

されるということになっている。恐慌を惹起せしめる強蓄積の進行はその現

実の過程の内部の自己運動によって，その内部にある生産と消費の矛盾を運

動の原動力とすることによって行なわれるのである。その《矛盾》はそれ自

身資本の運動から抽象されない観念的産物との対比から自らを表明するとい

うものではない。また，均衡蓄積軌道とし、う本来再生産表式の論理次元で語

られたものと，r資本論J第3部第3篇に属し，諸資本の競争から説かれるべ
きものとが，同一平面上でつき合わせられるというのも方法的に問題があろ

う。我々は現実の蓄積過程を進展せしめる矛盾を現実過程に即し，かつそれ

自身の内部から概念的に把握するということでなければならない。

富塚氏は均衡蓄積軌道を越える投資を「過剰投資J，r過剰蓄積」と規定し，
この「過剰蓄積」の展開過程を矛盾の累積過程とした。氏は過剰の基準を均

衡蓄積軌道に求めているのであるが，均衡蓄積軌道を越える資本蓄積が恐慌

を生ぜ、しめるのであるから，このような蓄積は「過剰」と規定しなければな

らず，恐慌になって初めて過剰を語るのでは概念的ではなく，単純な議論だ，

と述べられる。氏はこの点に積極的意義を求められているが，このような蓄

積を過剰として規定しうるか。

資本は G-W..・P…W'-G'の運動を展開することによって，従って利潤

を獲得することによって資本と Lての規定を受けとる。
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資本の過剰蓄積は追加資本の利潤がゼロとなることによって与えられる。

追加資本の利潤がゼロとなることによってその追加資本は無意味となり，そ

れは追加資本の資本としての規定の否定になることを意味する。過剰の規定

は資本が資本としての規定を否定する時に語りうるのであって，資本が利潤

を獲得し，利潤率が上昇しているような局面では，資本はその本性を最も示

している時である。資本の概念規定に基づいて資本の過剰が規定されなけれ

ばならなし、。この点で商品の過剰と区別されなければならなし、。商品の過剰

は有効需要に対して語られ，ある一定の有効需要に対して一定の価格水準が

対応するが，この価格水準のもとで商品が過剰の時，価格水準が下落するが，

尚かつ追加資本が利潤を獲得しているのであれば，資本は過剰でなく，更に

追加的蓄積が行われる。通常，資本蓄積が加速度的に進行する局面では，高

需要，高生産性を条件として高利潤率が特徴的であって，資本の本性は発揮

され，資本はその概念的規定に最も照応的である。この概念規定に一致する

資本をもって過剰とはし、し、がたし、が，このような現実的蓄積が恐慌を惹起せ

しめることは否定しえず，従ってこのような恐慌の原因となる諸契機に突き

当たるような強蓄積を比ゆ的に過剰蓄積とすることは可能であるが，決して

理論的規定ではない。資本過剰や過剰蓄積が利潤に対して規定されるのに対

して，氏は観念的規準をもって規定されるが，そのようなものを必要とする

ことなく規定しなければならないしまた規定されうる。例えば，マルクス

が資本の絶対的過剰生産を規定したときに，賃金騰貴の側面からのみ規定し

たが，かかる恐慌は純粋に現実的なものとして現れることはまずないことで

あるが，それを意識してマルクスが「極端な」場合としたことの意味を考え

るべきであろう。

1) この点はよく富塚先生が研究会でロにされたことである。

[4 J 均衡蓄積軌道を否定するとツガンやケインズ批判の基準がなくなる

カミ

実現条件さえ維持すればどのような表式を展開しでもよいのか。資本蓄積
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が部門構成に規制されないで，全く自由だというのであれば，ツガンを批判

しえなくなる。ツガンはまさにそうしたのだから。以上の如く，ツガンに対

して《軌道》を対置することは的を射たもの、であろうか。

再生産表式論によって明らかにされた実現の諸条件に厳密に従い，ツガン

流の部門構成の高度化した表式を表示しでも，何ら実現困難は生じなし、。だ

が，ツガンの様に第 i部門の拡大再生産，第H部門の縮少再生産とし、う表式

を示し，資本制生産が生産のための生産を行ない，無限界に発展していくも

のだと主張することは妥当なことであろうか。確認しうることは，余剰生産

手段と余剰消費手段の存在する範囲内で，種々の第 I部門と第E部門の蓄積

率の組み合わせのもとで表式を示しうることは可能で、ある。これらの種々の

表式表示のうちにツガン表式は包摂されることはいうまでもなし、。かくして

示される表式が抽象的可能性として考えられるにしても，それは何事も証明

しなL、。「表式は個々の諸要素が理論的に解明されているとき，その過程を図

解するにすぎなし、」。従って，個々の諸要素が理論的に何ら解明されていない

にもかかわらず¥ツガンがその表式をもって景気循環過程を示したものであ

るとか，現実の資本蓄積を表示したものであると主張するならば，我々は表

式を構成する個々の諸要素の非現実性を指摘しなければならず¥それにもま

して対置すべきものは景気循環過程や現実の資本蓄積過程であり，それの整

合的説明原理である。景気循環過程はツガンの示すように価値的素材的に実

現の諸条件をみたしつつ進行するものでなく，不均衡であり，その累積する

過程であって，それは市場価格の変動過程として現われるから，かかる過程を

理論化した景気循環論を提起することが真にツガンを乗り越える道である。

これに対して均衡蓄積軌道を対置することに何らかの意味があるか。均衡

蓄積軌道という均等成長を実現する表式を示しうるが，それはツガン表式と

同一次元の抽象的可能性においてしか考えられない表式であり，まして生産

力一定のとき部門構成一定とし、う証明されていない命題をもって図解された

表式では，ますますもってそうである。生産力一定のとき部門構成一定とい

うことを氏はどこにおいても論証していないしただ主張することによって
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のみ論証としているのである。氏は後に，均衡蓄積軌道に一定の弾力性を認

められたが，これは種々の蓄積径路の可能性を認めることと同義である。た

だ，氏がその弾力性を極めて狭い限界内においてのみ認めるものだと主張す

るならば，その弾力性の限界を規制する要因を規定しなし、かぎり主張しえな

い。再生産表式にあっては資本蓄積が部門構成を規制するという恒等式を否

定しなL、かぎり，ツガンを乗り越えることは不可能である。

叉，氏はケインズは貯蓄と投資さえ均衡すればよいとしているが，これは

結局ツガンの実現条件さえ維持されれば蓄積率はどのように変動してもよい

とする視点に帰着するとし投資需要と消費需要とが生産力水準に照応して

一定の構造連関を持つものとして有効需要は考えられなければならたいとし

て，それを規制する「均衡蓄積軌道」を対置される。ケインズが表象に浮か

べ，解決しようとしたのは独占段階における過剰能力と過剰人口であって，

これらを吸収するには有効需要が存在しなければならず，投資需要でもって

考察しようとしたのであるが，そこでは投資が生産力化するとし、う投資の二

重性の問題は考察されない短期的な理論である。従って，ポスト・ケインジ

アンが後に生産力化の問題を投入して動学化せしめているが，我々がなすべ

きζ とは，独占段階における資本蓄積，投資行動，r過剰」の問題を理論化し，
対置するということでなければならなし、。均衡蓄積軌道をもってツガンやケ

インズを批判するということでは，真に乗り越えられないであろう。

(5 J それでは，r再生産論なき恐慌論」にならないか

再生産の諸条件を法則として把握するのであれば，再生産の諸条件は事後

的に貫徹するものとして把握され，恐慌論に対して再生産表式を展開するこ

とは意義をなくし恐慌論の理論的脆弱性を示すものではないか，と。「均衡

条件」論として再生産の諸条件を言寄るのでなければ《再生産論なき恐慌論》

になるとし、う批判に意味があるだろうか。再生産論=再生産表式論とするこ

とに二重の問題がある。『資本論』のそれぞれの論理レベルにおいて再生産論

が語られており， r資本論』全体としても，資本制社会を構成する三大階級が



生室長と消費の三子屋と 唐渡 105 (105) 

:ilJ絡するところの諸範襲警が解明されることにより，一つの再生産論の体系と

して有機的全体をなしている。再生産表式論も社会的総生霊童物の実現の諸条

件の解明会通じてそのー構成部分をなしているが，あく;;l:でもその一機成部

分に過ぎなし、。従って，再生産識を再生態表式論に還元することは，一方で

再生産論の内容をど挟くし，抱方では，蒋生表式識の中に本来，そこでの謀

いものまでもが，持ち込まれ，再生産表式論に過大なものを喪求する

というこ棄の誤ち告と詑すことになる。「手写生議論なき芝生協論JとL、う批判は何

か理論構成上の致命的欠酪令指摘したかのような印象を与えるが，それは鈴

覚に議ぎない。

ところで、，再生産の諸条件が均衡条件として解され，均衡表式を示すこと

が再生産論な展爵したことになり f法泉IJJ論の捜点においては再生産論がな

いとL市、うるか。

再生産表式が示しているのは，第 i部門の内部流通， J， II部門の資本と

収入の流通の絡みあい，第E部門の舟部流滋ということであり，このことは

需給不均衡という事態のもとでも変らない。法知的に手写生震の諸条件が貫徹

するということは，錨{夜通りの変換の行なわれる表式を展開するということ

に尽きるのではなし、。拐論，これに尽きるのであれば，

気綴潔全体からの捨象であって，それは景気循環から説明されるということ

になり，再生藤表式輸は{弓ら賞、味さと持たないということになる。だが，恐慌

をその一層部とする景気循環を接関することは，再生産の籍条件之江法員Ijの貫

徹する形態を問題としているのである。師値通りの流還ならば，法郊で噌あり，

そうでなければ法則でないということは法見に対する誤解になる。法異すの貫

徹する形態とは，この場合，実体的な不均衡を市場{凶格の変動きと過して， 11部

務面で均衡化しつつ， の諸条件が具体的姿態と されてし、く

ざしているわけであって，それは「法慰J論の立場に立つこととは何ら

矛j重しないばかりか， させることになるb

以上において，我々は鵠衡欝積軌道を設定することによって生産と

王子震を考える視点;のもつ閉鎖点を検討してきた。かかる軌道にいかなる名称
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を与えるかはともかく，生産と消費の矛盾，又は景気循環を分析する際に，あ

る蓄積径路をもってきて，それとの対比において語るという考え方が近年普

及し，何のために使用するのか，それは資本主義社会において合理的な存在

の根拠を持つのか，ということを十分規定しないままに《均衡蓄積軌道》の

精密化のみが一人歩きする傾向に対して批判しないわけにいかなし、。それで

は，資本主義の経済過程において一定の蓄積径路というものは全く考えられ

ないか。以下において，資本主義社会において一定の存在の根拠を持つ蓄積

径路を提起することによって，富塚氏の《均衡蓄積軌道》に対置してみよう。

第E節 資本蓄積径路について

富塚氏は「均衡蓄積軌道」の設定の基本的前提と Lて，まず，総生産物に

ついて需給が一致すること，従って，蓄積総額が先決され，ついで蓄積配分

が決定されなければならないとした。拡大再生産の条件は余剰生産手段と余

剰消費手段が存在しなければならないが，それは次のように示しうる。

Wl(り-C1(t)-C2(り>0

Wらめ-v1(りーV2(り>0
(1) 

(2) 

より厳密には，

W2(り-V1(!+1)-V2(t+l)孟O ，，
 
)
 
つ白(
 

(ただし，等号は資本家の個人消費がゼロであり，総剰余価値が蓄積され

る場合〉。

余剰生産手段は W 1(t)-C1(り一 C2(t)=.dCで所与であるが，余剰消費手段は

一定の弾力的な幅をもって存在するから，蓄積総額が直ちに先決されるとい

うわけにはし、かなし、。これは次のように確かめられる。

蓄積総額=MGl+Mvl十MC2+Mv2

=( 1 +す).dC + (十ーす)MC1 又は

=( 1 +十).dC + (す-十)MC2
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(riは資本の有機的構成，ACは余剰生産手段〉

rjキr2ならば，ACが与えられたからといって直ちに蓄積総額が決定され

るわけではない。

MCi=ai11:iCi(りであるから，蓄積率 aiを変数と考えるならば，aj又はのの

一方が決定されれば他方が決定されるという意味において，蓄積総額は蓄積

率に関する自由度1の体系である o rlキr2の場合，余剰生産手段の配分比が

決定されると，資本の有機的構成を通して，余剰消費手段量のうちの蓄積部

分が決定されるから，余剰生産手段の配分比を変化せしめれば，追加可変資

本総額は変化せざるをえなし、o rj=η ならば，蓄積総額は直ちに与えられ，

al=a2ならば gl=g2となり，両部門の均等成長は明白である。富塚氏は rj

=ηの場合を想定して，蓄積総額→蓄積配分→均等成長を規定するが，これ

は特殊ケースの一般化である。

ACi+Avi m 
rlキr2の場合，gi=一一一一一一=a一一一一-=a(i:iから明白な主うに， gl Ci+Vi -~， rl+ 1 

=g2になるためには alキazでなければならなし、。通常，誰もが想定するよ

うに，rl>r2の場合には πj<的であるにもかかわらず，al>のとしなけれ

ばならなくなる。利潤率が低いにもかかわらず蓄積率が高いとし、う事態は資

本の投資行動として現実的ではない。富塚氏は資本の有機的構成が等しいと

いう特殊な想定に気づいてか，次の様に注記される。

「両部門の資本構成が相異なると想定する場合にも，それにともなって各

部門に平均利潤が配分されるのだとすれば，その平均利潤のうちからどれだ

けを蓄積率にふり向けるかという意味での両部門の蓄積率が相等しくなるこ

とが，両部門の資本の増加率を等しからしめ，不変の部門構成を維持すべき

条件となる」と。

氏はここで平均利潤の成立根拠を前提し，そこでの均等蓄積を問題とされ

ているが，これは価値タームで考察していたのを，生産価格タームでの考察

に次元を移すこと，価値表式から生産価格表式に問題を移すことを意味する。

この問題は平均利潤率を成立せしめつつ，資本蓄積が一定の径路を進むのを，

価値法則がし、かに内的に規制していくのか，すなわち，価値の生産価格への
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動学的転化の問題が提起されていることに他ならない。

ところで，富塚氏はかかる価値の生産価格への動学的転化問題，および生

産価格表現による均衡蓄積軌道の問題には一切答えておられないが，もし，

富塚氏が平均利潤率を成立せしめつつ進行する資本蓄積を均衡蓄積軌道とし

て規定するのであれば，それは氏自身の規定に反する。生産価格は資本制経

済の実体を反映するものであって，それは成立根拠を持つ。我々は，資本制

経済の現実の変動過程を事後的に平均化するならば，平均利潤率を実現しつ

つ拡大再生産の行われる蓄積軌道を現実的なものとして抽象しうる。このこ

とは再生産の条件を均衡条件として解することとは矛盾じ，r再生産の条件」
=法則としなければならないことを意味する。生産価格は再生産の規準価格

で、あり，生産価格が実現されるということと，拡大再生産が行われるという

こととは同一事態の別表現であり，再生産論が生産価格論の次元において一

歩具体化されているとみなしてよいわけである。富塚氏が両部門の資本構成

均等なケースの但上でしか成立しないケースから，資本構成の不均等な一般

的なケースという事態に考察を移せば，それは下均衡蓄積軌道」そのものを

否定せざるをえない事態になることは明白である。後に述べるが，平均利潤

率を実現しつつ，蓄積が進行しそれが価値の生産価格への動学的転化の但

上で進行するには，均等成長径路をおいて他になし、。かかる蓄積径路は十分

にその存在の根拠を持ち，実体化して概念的に把握しうる。我々に一定の蓄

積径路が妥当なものとして考えられるのは，かかる論理レベルにおいてであ

って，それは利潤を推進動機とした資本蓄積が究極的に規定されざるをえな

い蓄積軌道を意味しこのことを別表に表現すれば，市場価格は生産価格に

よって規定されることを意味する。したがって，利潤を推進動機とした資本

蓄積の事後的平均によって抽象しうる蓄積径路の規制関係は，利潤→資本蓄

積→部門構成として示すことができる。部門構成が資本蓄積を規制するので

なく，その逆であり，氏に対置すべきものは以上の如き内容を持った蓄積軌

道に他ならない。

さて以上の問題ー動学的転化問題ーに必要な理論装置を以下において用意
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しておこう。

1) 富塚良三『恐慌論研究JI， 89頁。

2) 向上， 91頁。

[1] 基礎的商品と非基礎的商品の区別，及びそれに対応した価格の評価

機構

再生産表式は商品資本の循環W...W'視点に立つての再生産論の解明であ

り，この視角に照応して社会的総生産物は生産の終了と同時に年末に市場に

供され，瞬間的に実現される。従って，流通期間はゼ?と想定されるが，この

ことは実現の諸条件を純粋に抽出するとL、う課題に制約されての必要な想定

であるとはいえ，そのために登場する貨幣はW-Wの質料変換を媒介する流

通手段の規定性においてしか登場しない。商品の評価価格の設定に際して，

登場する貨幣は価格に対して中立的であり，単に商品の価格(この場合は，

価値価格であるが)を所与とし，W-Wの過程を媒介するに過ぎない。

我々の考察の対象は価値表式の生産価格表式への動学的転化であるが，そ

のために付与される価格にも期聞が明示されなければならない。価格は有効

需要との対応関係でもって市場で設定されるが，有効需要は貨幣資本投下に

よって発動する。貨幣資本の運動を陽表的に投入されなければならない。

資本の運動は G-W"'P…W'-G'であるが，G-Wにおいて投入価格が
評価され，W'-G'において産出価格が評価されるが，産出価格は次期の貨

幣資本投下によって，右のように

評価される。投入価格と産出価格

との区別は期間分析の投入によっ

Gω-W(t)...p(t)...W(り-G(り

〉く
Gο+l)-W(t+l)・..P(t+l)

て可能となるが，期間の投入とは，出発点と終点とを明確にすることである。

それは Gに始まり G'に終る資本の運動形式によって与えられる。資本の

運動を再生産の過程として考察するならば，貨幣資本，商品資本，生産資本，

どれもが出発点となり，復帰点となり，どの形態の資本循環を選択するかは

観察者の側からする限定に依存する。貨幣資本をもって出発点と終点を考え
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るのは，価格の決定メカニズムを考察するとL、う課題による制約から，また

資本移動をその成立機構の基本内容として内包し，資本移動を貨幣資本形態

でもってなさざるをえない生産価格体系の考察にあるからである。貨幣資本

の投下，還流とL、う事態は流通過程での出来事であり，流通期間の投入によ

って貨幣資本は流通手段とは区別された資本の貨幣形態として現れてくる。

貨幣は社会的再生産の内部で，資本と流通手段に区別され，二重の対立的規

定のもとに現われ，投入と産出，価格評価と質料変換の区別を明確に行う。

(1) Clの流通

Clの流通が a，b二つのグループによって担われるものと簡単化し a

が商品流通に必要な貨幣を負担するものとすれば，貨幣の出発点への還流法

則は図 Iの形態において現れるが，これに貨幣資本

の運動を陽表的に図示すると，図1になる。

図 lはaがまず，自己の生産物の実現を予想、し，

その先取りとしてまずもって支出し bのaからの

購買を媒介にして，それは出発点に復帰する。

図E

図 I

ィ
ゾ
へ
4

4
V
ハバ
¥

/

G

G

C

 

a

b

a

 

b 

Gω-Co(t) ・・Pcり…CαCt)-G(t) Gc山)--Co(tt2)・・・

¥ /¥/  
/¥/¥  
GC件 1)ーィユCt十1)・PCttl)…CoCt+l)・・.GCttl)

a 

GCt+l)-CoCt十 1)・・・PCttl)・・・CαCttl)-GCt-rl)
¥/¥/  
/¥/¥  

GωーCα昨日PCtγ.CoCり-GCt) GCH2)ーCaCtt2)・・・

a 

b 

上図において，生産物の流通過程のみを摘出

したのが，図 IIIである。図 IIIにおいて， Gの

運動を縦にみれば，それは商品流通に必要な貨

幣の運動を示し，この場合 a，bの両者が流

通に必要な貨幣を負担したと見てもよいし a，

bどちらかが負担したものと見てもよいが，そ

図III 

a ...CαCt)-GCt) 

〉く
b G(t十り-C州 +1)

a G(ttl)-CoCt+l) 

¥/ 
/¥ 

...Coω-G(t) b 
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れは負担者のもとに還流する。流通手段としての貨幣の運動を示した図 lは

この関係を簡略化したものである。図Hにおいて，横に読むと， Gは資本の

貨幣形態を示しており，資本の運動を表示している。この場合GはG-W…
P…W-Gの過程を経過しないかぎり還流しない貨幣資本の運動である。 t

期の生産物 Cαω，Cb(のは t十 1期の資本 G(t+l)の投下によって購入され，

それによって価格評価を受けとる関係を示し，投入価格を t期とすると産出

価格は t+ 1期のものとして評価される。図の縦において表示されたGは流

通手段として，貨幣資本によって評価された価格を与えられたものとして受

けとり，それを実現するものとして，従って，商品流通を媒介するものとし

て機能する。

(2) VuとMn の流通

可変資本部分の流通は次の様に表示される。図Eが普通に行われる表示で

あるが，この表示に後払いの原則を陽表化すると， 図E

図llI'となる。賃金が期末に支払われることを示して G-A…P…w-p 
¥/¥/  

いるのであるが，これは t期において取引は完結す /¥  /九¥
A-G ~ G-W 

ることを示している。だが，この方法では MVll の

流通が不可能であることはよく知られており ，Vと

M Vllを統一的に流通せしめるには，VとMvを次

期の生産過程に投入される資本として解さなければ

図III'

戸三ベ斗
ならなL、。労働者階級は支払われた賃金で、もって前期の生産物を購入すると

考えるのである。

図W

G(t)-A(t) ...p(t) ....d~;:~}-G' (t) G(t+2)-A(t+2)...P(t+2) 

¥/¥/  
/¥/¥  

A(山 )-G(t+l)-W(t) A(川 )-G(t十2)-W(t+1)
¥/¥/  
/¥/¥  
G(t+1)-A(t+l) ...p川 dk::;)-GMl}

以上の如く図解することによってVとMvの統一的流通が可能となる。以
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上の方法と同ーの観点から両者の統一的な流通方式を考察されているのが高

須賀氏であるが，民は商業資本を投入して解かれる。

図N'
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川
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これは可変資本の実現をまず商業資本が代位し，それは労働者階級の消費

購入過程を経て商業資本のもとに還流する事態を示している。高須賀氏は商

業資本の投入の根拠を t期の生産物を t+ 1期まで持ち越さなければならず，

その負担を商業資本が担うということに求めておられるが，商業資本を投入

するまでもなく ，VとMvの統一的流通の原則さえ示されれば，今の所問題

は生じなし、。図Wの場合でも商業資本を投入することは可能であるが，この

場合の要請は貨幣の還流過程に労働者の消費財購入過程があり，その聞の流

通期聞を商業資本が集中代位することに求めるべきで t期と t+ 1期の期

間の問題は価格の評価時点の問題として考え，可変資本部分を担う生産物の

産出価格は不変資本の場合と同一に考えるべきである。

(3) MKIの流通

資本家を a，b両グノレープにわけ，同様に期間分析を投入すると図Vのよ

うになる。

a G(り-W(t)oo.p(t)・・.W(t)-G(t)
山(t)一-g(t)

¥/  
/¥ 
gω-W(t) b 

a g(t)一回(t)

¥/  
/¥ 

叩 ω-g(t)
Gω-W(t)・oopω…W(t)-G(t)b 

図V

G(t+1)-W(t+1)oo.P(t十り・・・日1(t十1)-G(t+1)

tU〈H℃F〈れ1)
/¥ 

gU+1)ー叩(t+1)

g(t十1)-W(t+1)

¥/ 
/¥ 

叩 (t+1)-g(t+1)
G (t+1)一羽T(t+1)oo，Pμ+1)…Wο+1)-G(t十1)
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資本家の個人消費財 MKRょをwとして示fしたが，にの実現は当該期間のも

のとしてのみ行われている。すなわち，それは次期の生産過程への投入関係

を持たず1従って t期のwは t期の価格として評価される。これは資本家の

個人消費財の特殊性として他と区別される，0 ，C及びVで表示される生産物が

相互に投入関係にある基礎的商品 (basiccommodity)であるとすれば，こ

れは非基礎的商品 (non-basiceommodity)として区別されることに対応す

る。

(4) MK1の流通

部門 1， IIの部門間流通を表示すると次の様になる。

E 

E 

図M

W(t)ー-G(t)
Gω-Wω… pU)・・・四(t)-g(t) g(t+.j)-W(t+ 1) 

、¥〆 l¥/
/¥→/¥  

副作1)ιW(t-t'1)・..P<t+l)…W(t十り-G<t+'I)

G(t+I)-W(t+l)...P(t+l)・.W(件 1)-G(t+l)
g(t)一羽T(t) 叩(t+l)-g(t+1) 

><¥/ ¥/¥  
Gω-W(t)".p(り・・.W(り-G(t) G(日 )-W、1+2)

、部門間転態において MK1は部門 IIv;こ対して投入物であるが MK1に対応

する資本家の個人消費財は部門 Hこ対して投入関係になく，従って MK1と

CI との聞には相互的投入関係，依存関係というものはなし、。消費財の生産

手段に入り込む部分は t十 1期の価格として評価されるが，資本家の個人消

費財は t期の評価をうける。したがって，部門 1， IIの資本家の個人消費の

ための生産物，従って第E部門の資本家用個人消費用生産物は non-basicな

商品としてそれに照応した価格の決定関係を受けとり，それは再生産過程外

に絶えず排除されてL、く。

(5) V1+Mv1 とC1+Mc1との部門転態

ここでも両部門の商品が相互に投入関係にあり，投入の価格が t期として

評価されるならば，産出の価格は t+ 1期のものとして評価される。考察を
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省略するが MC1の内部流通も同様にして処理される。

図W

G(t+2)-A(t+2)・・・P(t+2)・・・

" >く
G(り-Aω .pω-Z1!?トGI (t) A(t+2)-G(H2)-W (t十 1)

“νtて /¥/
/¥ i".. .....，/¥ 
G(t+l)-W(t+l) 九十1)・・ぷ;;;;I-GfW〕E 
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(6) 以上の転態関係において，労働者階級のための消費財と生産手段とが

相互に投入関係にあるということの意、義を考察しておこう。

いかなる商品もその生産には一定の労働を必要とするが，この労働の担い

手は労働者階級に他ならず，労働者階級が労働の担い手たりうるにはその労

働力の再生産が保障されなければならなし、。社会的再生産にとって不可欠な

労働の必要性を消費財生産の必要性と解するならば，消費財生産部門と生産

財生産部門の相互関係は明白である。従って，この消費財生産に直接，間接

に必要な生産物を基礎的生産物とするならば，資本家の個人消費財は非基礎

的生産物としうる。すなわち，資本家の個人消費財はその生産に労働を必要

とし，従って，労働者階級の消費財生産を一定部分必要とするが，この労働

者階級の消費財生産には資本家の個人消費財は直接，間接に必要としなし、。

一方的な投入関係があるだけである。この資本家の個人消費財の特殊性は価

格の規制関係においても明白であった。すなわち，資本家の個人消費財の生

産に必要な投入物が t期において評価されるとすれば，産出物は t+ 1期に

おいてではなく t期として評価された。

以上の生産諸部門の相互関係を踏まえて，価値の生産価格への転化の問題

に考察を移そう。
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1) 例えば，こうした表記は，原薫「貨幣の出発点への環流J，久留間鮫造還暦記念

論文集，大内他編，法政大学出版会， 91頁。

2) 高須賀義博「再生産表式分析」新評論， 82~3頁。

3) かかる価格の規制関係における異時連関分析は揃稿「好況局面の基本的構造一一

価格分析的景気循環論序説一一J~一橋論叢』第72巻，第 3 号， 341頁。

[ 2 J 価値の生産価格への転化

投入，産出の関係を踏まえた上で，我々に表象として想定される生産価格

体系は次のものである。

(σP1 ω K1+P2勾〈臼伊t
(P1(のtり)K2+PZ釘叩制(ωω6の)ω L2ρ)(1 十π )=PZ均(ω糾山t朴川山ム刊1り)X2{{ 

)
 

噌

l晶(
 

但し Piは生産価格 Xiは生産物数量 w は実質賃金率，Kiは生産手

段の数量 Liは労働者数， πは均等利潤率を表示する。

今，Ki/Xi=ai， Li/X;=!iとし，単位当り生産価格を行列表示すると，

P(t+l)=Cl+π)P(t)M 

(但し，Pω=[P1(の，P川， M=〔2ilJ;〕)

F
 )
 

1
i
 (
 

この価格体系には資本家の個人消費財が含まれており，問題の生じるとこ

ろであるが， II部門分割で考えるとし、う性格から今のところ問題とせず¥捨

象して考察を進め，あらためて，その問題を陽表的に取り上げることにする。

今，価値体系を，

A1Kl+(1 + e)んωLl=AlXl1

AIK2+ C 1十 e) A2ωL2=んX2{
(2) 

(但し eは剰余価値率， Aは単位当り価値〉

eA2ωL e 
:;'1 À 1K 1 + J.2ωr;=~一一

J--1 一一一一一+1 
A'ωLl 

eA2ωL e 
π2 = AIK2+A2ωL2 - J.1K2 

一一一一十 1
A2ωL2 

(3) 

hKl/A2ωLlキAIK2/A2ωL2，すなわち，Kl/LlキKdL2であるかぎり， πlキ
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ゎ?である勺

一般的利潤率を向。〉とし，A1=P1(0)， A2云 P2ω、どおくと，

2iPi(0)Xi，-.P1(の.J:iKiプ ~2(0)ω2iLπ(0) P
1
(0)2
i
K
i
-tP
2
(0)ωZ£Lt4h(i=1:ir271:(4) 

従って，生産価格体系は，

(P1(0)K1十P2(0)ωL1)(1十町)=P1(l)X11
(P1仰 K2+P2(0)ωL2)(1十7:，心=P2(1)X2f

又は，

P(l)=( 1 +1r(O))P(o)M 

(5) 

(5)' 

ここで明白なことは，ヱiPi(1)Xi=2iPi(O)Xi=ヱiA;Xi(i =1，のであり，

総価値=総生産価格，また総剰余価値=総利潤も明白である。

だが，投下資本は P1(o)Ki+P2(O)ωLiであり，生産価格化されていない。

この生産価格化をめぐって，いわゆる転形論争が生じたので、あるが，転形論

争で採用された手法(今日の手法は更にスラツファの問題提起をこの手法に

接木して展開されているが)，本稿ではかかる手法は一切拒否して行う。我々

が採用するのは，先に示しておいた投入，産出の価格の評価機構にもとづく

手法である。

さて，マノレクスは P(l)=(1 +π(O))P(o)Mで転化をとどめており，投下資

本は生産価格化されなければならなし、。投下資本 P1(o)Ki十P2(O)ωLiを生産

価格 Pi(O)によって評価替を行うと，

P1(o)Ki X P1(1)/P1(O)+P2(O)ωLix P2(ljP明 =P1(I)Ki十P2(1)ωLi

ここで，各部門の利潤率を求めると，

π1(1)= 

π2(1)= 

P1(I)Xl-Pl(1)K1-P2(1)ωL 
P1(I)K1十P2(I)wL1

P2(l主に主旦〉広2-P20lωL 
P1(I)K2十.t'2(1)ω1-2

(6) 

今，ri=えtKi/J..2ωLi=P1(O)Ki/P叩〉ωLt とすると ，Kl/LlキK2/んである

かぎり ，rlキr2，したがって π1(1)寺町(1)は計算すれば明白である。ここでー

般的利潤率を求めると，
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(7) 

このπ(1)なる一般的利潤率を実現せしめる生産価格はPi(りから Pi(2)へと

第二次生産価格に修正される。すなわち，

(P1(1)K1十PZ(¥)ωLJ)(1 +π'(1))=P1(z)X11 

(P1(I)Kz+ PZ(1){J)L2) ( 1 +π(1))=P2(2)XzJ 
(8) 

又は，

P(2)=(1 +π(1)) P(¥)M (8)' 

ここで総生産価格はふPi(Z)X i= 4iP i(l) =4iAiX iとなり，総価値に一致す

るが，総利潤は総剰余価値に一致しなくなる。

更に，P1(I)Ki+P2(1)ωLiを第二次生産価格 Pi(2)で評価替を行い，先と同

様に部門利潤率を求めると， π(2)キ"2(2)となり，部門利潤率は一致しなし、。こ

こで，一般的利潤率を求めると，第三次生産価格が， P(3) = ( 1 +π(Z))PωM 

として求められる。

以上の如く計算を続行していくと，生産価格体系は P(什 1)=(1十πω)Pω

Mとして一般化しえる。すなわち，我々が表象において想定した生産価格体

系を再現しうる。

だが， P(t+1) = ( 1 +π(の)PωMを求める過程で明らかなように，投下資本

をP(廿 1)で、評価替を行うと， πl(t+1)キπ2(t十1)となることは明らかである。従っ

て， Pω=P(t+1)=P*と生産価格が一定の収束値をとらなし、かぎり， πI(t→1)

=πZ(t十1)=引で1)=がという一般的利潤率を得ることはできなし、。従って，期

間 tを十分に大きくとったときに，P(のが一定の収束値をとるかどうかの問

題がここで提起されていることを意味する。 p(O)=(P1(O)， P2(O) J = (AJ，ん〕

から出発して，収束値 P*を求める数学的解決は，置塩氏，二階堂氏によって

一般的に与えられており ，P(t+1)= ( 1 +πω) P(t)M は p*=(1 +πつP*M
に確かに収束する。

以上において価値から生産価格への転化を見てきたが，この転イヒは p(t十1)

=(1 +πω) P(t)M とL、う生産価格の波及過程に基づいて求められ，我々は
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(Pl*Ki+PZ*wLi)( 1 +π勺=Pi*Xもなる体系を獲得した。ここでは，.1:1P六

Xi='・…=ふPi(t)Xi=・・…=.1:iPも(0)=.1:;んXiが常に維持され，総価値=総

生産価格であった。しかし，.1:i(Pl*Ki+PZ*ωLi)=Zi(A1Ki+んωLi)でない

かぎり，総剰余価値は総利潤に一致しなし、。このことの合意、を検討しておこ

う。

今，単位当り投下資本が，価値タームと生産価格タームとの規定において

等しいと仮定すると，

.1:i(A1ai+んωl!)=.1:i(P1 *ai + Pz*ωli) 

.1:iAi=ZiP乱*より，

(A1-P1*).1:iai= (pz*-Az)Zωんから

al+aZ=ωll+ωlz 

を得る。これを価値タームで表示して変型すると，

Al Az 

Alal + A1a2 Azωl2 

同様に生産価格で表示して，

P1* Pz* 

Pl*al+Pl*aZ P♂ωll+P2司、ωl2

(9) 

(lq 

両式より，投入と産出の比が等しいこと，スラップァの表現に従えば，標

準商品の範囲を消費財tこまで、広げたものとなる。以上の条件が満たされて始

めて総計一致のニ命題が保障される。(以上のことをより厳密にいえば，多

部門分割の場合には，投入係数行列が一次従属であること，二部門分割の場

合には，両部門の資本構成が均等であることを意味する。〉

総計一致の二命題が保障されるには，生産構造に特殊な制約条件を謀さな

ければならないが，数学的な興味は別として，これは何ら経済学的解明を意

味しなし、。

問題は総剰余価値と総利潤の不一致を作!と解するかである。この問題を，

「評価が価値から生産価格に変ったからで，いずれも……〔同ーの一一筆者〕

剰余労働によって生産された同ーの剰余生産物の総評価額なのである」と述

べることは正しし、。総剰余価値も総利潤も社会的総剰余労働を共通の社会的
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実体としており，総投下労働時間，及び総剰余労働は正確に一致する。不一

致が生じるからといって，決して価値の一部分が飛沫したり，天から降って

きたりするわけではない。投下労働量は転他に際して固定されており，実質

賃金も転化に際して変化しなL、。また，産業構造や生産技術的相互依存関係

に変化が生じたわけではなし、。例えば，鉄100トンの生産に，石炭100トン，

労働者10人の労働が 100時間必要だということも変らない。転化において資

本と労働の移動を前提にするが，この移動の行きついた均衡状態、のもとでは，

価値体系と生産価格体系の聞において，労働配分，素材的連関に変化がある

わけでなし、。も L，変化が生じるとすれば，一致，不一致の問題は生じるわ

けがなく，一致しないのは当然である。価値表式における実現と生産価格に

おける実現とは二律背反的関係にあるのではなく，両者は同一事態の別様の

表現であり，資本制生産に二つの再生産の基準があるわけではない。

転化論における問題は生産価格を「労働こそが価値の原因であり，真のコ

ストである」という原理がし、かに規制しているかを示すことである。決して

歴史的な移行過程が問題なのではない。不一致を問題にすると，価値は一体

どこへいったのか，という疑問を出されるが，価値というものが粒子のよう

になって移動したりするわけで、は決してなく，そもそも価値というものはそ

のようなものでなし、。

〔注〕 自lli値がし、かなる性格のものであるかと，説くことにより，この点を明らかにし

ておこう。これによって価値の生産価格への転化はより明確になる。

投下労働時間による価値量の規定とし、う量的原理は商品生産社会の整合的説明原理

たりえても，商品生産社会とL、う客観世界の成立根拠を示しえない、商品世界を所与

として，前提しでかかる限り，価値論の根拠，労働と価値との関係が発生するゆえん

が明らかにならないし価値論が妥当で客観的なものとして指定されない。価値論の

難解な問題は価値の実体を商品論レベルで説くべきでないとか，共通の第三者=抽象

的人間労働を抽象するのに，対象をあらかじめ労働生産物に限定するという「方法上

の犯罪」を犯したということでもない。種々の生産物の生産に社会的総労働の一定割

合を必要とするということは，し、かなる社会にも共通するが，それが商品生産社会で

始めて価値として妥当するのは何故か，ということである。マルクスは労働生産物を

使用価値たらしめる物体的諸成分，及び諸形態を捨象し，価値を次の様に規定する。
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「それらになお残っているのは幻の様な対象性に他ならず¥無区別な人間労働力の

支出の単なる凝固に他ならない。これらの物はもはや，それらの生産において人間的

労働が堆積されている，ということを表示するにすぎない。これらの物は，れそれらに

共通なかかる社会的実体の結晶としては諸価値一一諸商品の価値である」と。

使用価値としての商品は五感によって存在が実証されるが，価値としての商品は交

換される存在で、あって，関係的，交換的存在である。かかる存在は商品体をいくらひ

ねくりまわしても発見しえない「幻の様な対象性」でしかありょうがない。他方，マ

ルクスは価値を，rものj，r労働の堆積j，r結晶j，r凝間j，と述べ，価値が幻の様な対
象性であると同時に，物的な，何かレアーノレな存在で、あるかのような矛盾した競定を

与えている。この様な種々の暫定的規定を与えるのも経済学を価値論でもって一貫さ

せ，根拠づける困難性を示すものである。価値の性格，価値論の客観的妥当性はまさ

しく商品生産社会形成の論理によってなされる。

私的生産者は私的所有者であるがゆえに分割され，私的労働による生産物交換を通

じてしか社会を形成しえない。私的所有者は交換という契機を通して，社会的物質代

謝過程において，社会の構成者であることを見L、出す。交換を通して私的生産者の社

会的関係が実現されるのであり，交換は私的生産者が従わねばならない必然的な社会

的関係を実現することである。労働生産物を等置するということは労働生産物に社会

的関係が実現されること，かかる新たな属性が対象化されることを意味する。価値と

は実働生産物の実体的性格とは無縁な社会的関係が事後的に対象化されたものであり，

徹頭徹尾，関係的存在としての概念である。かくして価値が妥当する。それはL、わば

幻の様な対象性に他ならず，人間労働の凝固とは社会的関係そのものであり，かかる

表現は労働時間によって価値を規定するための比倫的言い方でじかない。労働生産物

は交換されなければならず，等置するとし、う抽象を行う以外に社会は自らを形成しえ

ない。このことによって具体的労働が抽象的労働に還元され，私的労働Jカ浄土会的総労

働の一環であること，私的生産者は商品生産社会を形成していることを示す。かくし

て社会形成の論理によって価値が妥当する。価値は商品関係を律する存在であり，か

かる価値からの転化が問題なのである。

補注で述べた価値の性格からして，転化論は資本家的商品社会形成の論理

に支えられなければならなし、。資本の生産物としての商品の等置が要求する

のはコストの同等性であり，従って商品の内在的価値としてのコストの等置

は平等な利潤への要求で、ある。生産価格とL、う交換価値は投下資本によって

規制され，投ア資本を量的原理とせざるをえない。これなくしては社会的実

体としての労働配分をなしえなし、。投下資本の生産価格はこれを純粋に展開

する。
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投下資本の評様替は転化の碁斡をなした。ぞれはPc料 l円(1小作〈心P(t)M

宅f謀介にして，価額体係から P*口(1トが)P*Mーを導くものであ

投下資本の評{路替がP(t+l)=( 1 +勾))P(t)M~こ碁づいて行われるというこ

とは次のこと会堂、味ずるo t嬬の震を出はれ(t)Ki十I'，2(t)ωLもによっ℃生還され

るが t十 1期の産出は Pi(件 I)Xi からの投入によって生議される5

はその再生産費用によって規定される。{節{蓋の生産{菌格への転イちは経済i曇毅

が環多さに行うところの翠論的反挟である。マノレタスの生産締絡は分子に総剰

余価値，分母に{極超による評舗をう汁た総投下資本を震まいて表示される平均

利i関率を基礎として成立するものであって，いまだ投下労働を量的原理と

る髄越による規定を受けたものである。だが，マルクスの規定は生産錨格が

まずもって社会的君事j余価f誌を投下資本に応じて艶分する形態であること

した本費的な競窓マあり，従って，投下資本の評綴替を要求い必然的に，

P*= (1 +n*)P*MとL、う形態に進み，密己を規定しなおさざる宏えない形

態規定である。それは髄催と生産髄絡の結範点をなし，これを基礎に麗くこ

とによって，生産融格に対して鎮値の本務性を獲得しうる。

剰余1iI!i銭と利潤の総計不一致は評f震の量的原理の主主:異にあることが以上よ

りわかるの投下紫本合盤的原浬とするという場合に，資本家の鎖人消費資料

は他の生産物と間…の鏑格評{援を受けとらないこと，すなわち，これは他の

生産援物と栂互に投入関係に立たないということがあった。だが，P(糾 1)出(1

十ね))P(t)M にあっては，資本家の鏑人消費の問題ば賜表的に現れ主来なか

った。投下資本によるま設的諒現を一葉せしめることを許さないものがあり，

その部分をえぐり出す形式において始めて湾頭の意味が明確化されるが，こ

れ告と次項で号11礁にしよう。

1) 転形論争は価値からのさ!:.Jl主価事長の背離装容と利潤彩とを米知数とし?と，その毒事を*

めるということであるが，方程式よりも未知数が1倒多く，総価値守主総生皮綴格

とか，総領j余{密イ渡部総利潤，又は務阻苦言問者ピニュメレーノレf.こ重量くと

守二方緩式を1イ際付加するか，相対価絡を未知数にじて米知数寄ピ減らすというぷ

とでもって，何がマノレタス3::線的であるかをやうもの℃、あった。一 ζれにはし、くつ

かの問題点がある。
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第一に，これから説明すべき生産価格を説明することなく，生産価格を未知数

として提起していることである。方程式に現れる生産価格と解としての生産価格

は同一物であり，方程式と解とは同義反復であり，生産価格を生産価格でもって

説くという循環論法に落ち入ってし、る。

第二に，以土の如く説かれる生産価格は価値とは独立に決まり，単なる価格関

係としてのみ成立している。これは，経済社会の実体は財の世界にあり，生産価

格は生産技術的相互依存性のみから説かれ，価格はそれを蔽うヴェールに過ぎな

いとL、う貨幣ヴェーノレ観に基づく価格論の展開ということになる。

第三に，転形論者は直接，何の説明もなく ，P=( 1十π)PMとして方程式を

提起しているのであるが，これは生産価格の波及関係，P(t+l)=( 1 +π(t))P(t)M 

が期間分析から明かにされている以上， p(t)=P(t十l)=P水なる収束値の存在が

証明されないかぎり提示しえないものである。このことを説くことが価値から生

産価格を説くことである。

2) 生産価格の波及過程， Pω+1)=(1 +π(t)) PωMを一般化すると，p(t)= (1 + 

πω明。)Mtとして示される。今， itZLPω が存在し，この極限ベクトルを p*

とおくと， p，ω=(1+π(の)tP(o)Mtにおいて，t →∞ならしめれば，P*=( 1 + 

π*) P*M， Pキ二三0となる。 P*二三Oがあれば，波及過程は収束する。さて，投入

係数行列Mの要素はすべて正であり，従って安定な行列である。またMは分解不

能行列である。行列Mが分解不能であるとは，第E部門の消費財生産に直接・関

援に必要な生産を基礎的生産物として考えるということであるから，第 I部門と

第E部門とは相互に投入関係にあるということから与えられる。ここで，行列JM

~O の最大固有値を l.(M) としこれが， o <A(M)< 1であれば，均等利潤率，
π= 1 j l. (M)-1を実現せしめる価格ベクトノレは l.(M)に属する回有ベクトル

p*ミ o， A(M)P*=P*Mに他ならない。従って， FfLPωが存在し，それをPキ
とおくならば，l.(M)はMのフロベエウス根である。 Mは安定な行列であるから，

1137dt/A(M〉tは存在し，それは p*である。すなわち，p(t十1)= P(t)Mtj 

J.(M)tにおいて →∞ならしめれば， P(めは p*に収束する。

(注，?とp(t)が収束する為の必要，十分条件ば行列Mが安定であればよく，

それはMの要素がすべて正であればよい。二階堂福包『経済のための線型数学」

培風館， 1959年， 93頁。〉

以上の数学的証明についての多部門分割という一般的ケースについては，置塩

信雄「マルクスの生産価格論!についてJ(神戸大学『経済学年報Jl19， 1972年参照。

3) P. Sraffa r商品による商品の生産』訳，山下博， 1971年，第4章。
4) 森嶋通雄『マルクス経済学J高須賀義博訳，東洋経済新報社， 1973年， 95~96頁。

5) 置塩信雄「見回石介著「価値および生産価格の研究JlJr国民経済雑誌』第127巻，
第6号， 69頁。

6) K.マルクス「資本論』第 l部上，青木書信， 119頁。
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(3 J 動学的転化と総計一致の二命題

前項では，投下資本の評価替えとはどういうことか，また，総剰余価値と

総利潤とは背離せざるをえないことを見てきた。しかし，不一致の問題の解

決が十分に説かれたとし、うわけではなし、。マルクスは価値の生産価格への転

化を説いた際に，価値法則による規制を二重に示した。第一に，総計一致の

二命題を述べることにより，価値法則が大枠において生産価格を規制するこ

と，第二に，市場価値が生産価格成立機構の有機的一環として位置付けられ

ることにより，価値法則が生産価格を内的に規制し，裏打ちするものである

ことを示した。マルクスは価値が生産価格を大枠において，全体的にかつ内

部的に規制するものとして示すことにより，価値法則の根源性を主張した。

総価値=総生産価格は価値がし、かなる水準に転化するかを示すものであるが，

剰余価値と利潤の総計不一致は何と解すればよいか。

さて，この問題の意味は生産価格を実現しつつ拡大再生産を保障していく

蓄積径路を価値法則がし、かように規制していくのか，とし、う動学的転化問題

の組上で明確になる。

価格表式において，均等成長は社会的総剰余価値が一括され，その蓄積部

分が均等成長を保障するように両部門に配分されることによって実現される

から，均等成長は次の様に規定される。価値タームでの均等成長率をgJωと

おくと，

」I(AK1(口+AK2(t))+A2ω(ALj(t)十AL2(t))
gJ(t) 'A1(Kl(t)+K2(t))+んω(Lj(り+L20〕〉 Jノ …・・・ ・・…・・・・・・…・・・(1)

生産価格タームでの均等成長率を gP(のとおくと，

gp(t) 
11J1*(AKjω+AK2(t))+ρ2*ω(AL1(の+ALzω〉 ・・(2)
PI*(Kj(t)十K2(t))+ρ♂ω(Ljω+L2ω〉

(1)， (2)を計算してすぐわかるように，

gJ(t)=gpω ...・ H ・..…...・ H ・..……...・ H ・..・・………………...・ H ・-・…目・(3)

価値ターム，生産価格タームでの成長率は一致しているのであるから，価

値表示による均等成長径路は恒等的に生産価格表示によるそれに転化が保障

される。社会的総剰余価値が一括され，それが均等成長を保障するように配
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分されるや，それは平均利潤からの蓄穣による均等成長を保障する事積経路

に転化する。錨鑑表式が生重装備格表式に対して根元監を獲得している。ここ

で、，議積率合両タ…ム して，それぞれ al，ap とおくと，

g 
tえ刈1.1(t)-1トふω i Æ(t) 出 ar~官二工高芯刀;面仏政〉十んω 出向付め | 

} …・・悌
π苔[P1*C1(1(約十K2(t))十ρEω(L1(t)十L2ω)) -_*1 針。)=UPp汽 1(1(t)十1(2(t)汗五百布石工五石ア町一戸}

gぇ〈め=a17l"(O)から gp(t)口apがへの転化はそれ自体として髄等的に保障され

ているが，内務部には，究〈めからがへの転移は我々はずでに見てきた通り，

π(0)とπ*とは， しないことも解明済みである。括って， aJ引のから ap7l"*

への転先は，成長経路を実現せしめる内的機動力として ぬから ap

への転形によって環節怠れており，めは ap に対して本潔性を有している。

ここで，ajとap ef/>一致ナるヶ…スを求めておこ30
g，12ω(1.1(t)十よ物ぅ〉

-
，12E(t) 

al= 
eizw(L1(t)十んω

ア一一.....・H ・a.. • ~ • .・ H ・....・H ・....・H ・...... ~ .・ H ・.'(5) 

(但し，ECtけま資本家の傭人消饗財〉

ここで，hE(め口(1一時〉が[Pl*(1(Ht) + 1(Z(心十P2*ω(1.1(;約十L2(t)))をど(5)

に代入して， ると，

( l-ap){eA2w(LωL制 )-71"，12[(K1(t)+ K2(t)) ;:ユ
十ω(L1(t)十ん必)

al= ap 

，11+えま出Pl+PZ=Zとおく

r，.. 42 ちム傘 1 
ム(1…ap)1c1ーがZ一(Kw)+ K2(t))(;h二土)J .... P P2.  -' 

al= aTJ十一一-P ， ekω(L1(t)今1.2(t))

ここで，a，=ap となるの捻ぬ=ap= 1のケースのときにのみ成立し，こ
れ以外の時には，).i= Pi( i 1， 2)の時である。この後者のケースは資本

構成均等な場合であり，あらかじめ認否しであるo従って，a;.=apが一致す

るのは〆資本家の鍛人消費がゼ口の場合でありさ清涼守備鑑?利j閏が全額，

積に投じられる。
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従って，

gλ(t)=冗(0)， gP(t)=π* 

となり，転化は一層リジ y トである。この成長率形式においても ，gl.ω=gp(の

であることは変りがないが，引のとがとは一致しないということも見てき

た。利潤率からみれば，転化は恒等的でないが，成長率からみれば転化は恒

等的である。この論理的矛盾は一方が正しく，他方が正しくなし、。問題は次

の様に解決される。資本家の個人消費をゼロとしたということは，再生産過

程外に排出されるものはなく，全て生産過程に投入されるということである。

資本家の個人消費財は非基礎的生産物であり，利潤率決定に参加せず，基礎

的生産物において決定された利潤率を受けとる関係にあり，それは次期の生

産過程に投入されることなく，当該期間の内部において処理され，かかるも

のとして価格も設定される。従って，全生産物価格の評価基準を統一するな

らば， π(0) とがの相異も解決する。

蓄積率 1という均等成長径路の坦ょにおける均等成長率に基準を統一する

ならば，総剰余価値，総利潤の相異の問題は永解する。

まず総投下資本については，

一一一1--01X1十A2X2)=一一 1一一(PI*Xl十P♂X2)1 + gl.(t) V"'--' " "--"/ 1十gp(の

総剰余価値と総利潤については，

~笠-.) -(A1Xl十A2X2〉=-E旦5&ー(Pl*Xl十P♂X2)
l+g必ω1十gP(tJ

蓄積率1とし、う体系のもとでは，成長率に基準を統一化せしめることによ

って， π(0)=がとなるから，総剰余価値と総利潤の関係について今や次のよ

うに規定しうる。

* 
iC旦Lー (A1Xl+んX2)=一一主守一(ρl*Xl十ρ♂X2)
1 +π(0) ム+n

以上において我々は価値の生産価格への転化において総剰余価値と総利潤

の不一致が何にもとづくものであるかの経済学的意味を明確にした。従って，

価値の生産価格への転化を最終的に結論しうるにはtJJ学的転化にまで進まな
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ければならなし、。第一段階としては，マルクスによって本質的なものとして

与えられた第 1次生産価格，第二段階としては，費用価格の生産価格化，第

三段階としては，均等成長径路の但上での転化，この三段階によって転化論

は完了する。

かくして定立された bω=apll* なる成長率を実現してし、く資本蓄積径路

こそ，富塚氏が提起したところの《均衡蓄積軌道》に対置されるものである。

かかる蓄積軌道は利潤率を指標として変動する資本蓄積の事後的平均におい

て成立するものであって，決して資本蓄積を事前的に制約するものではない。

利潤率を指標とした蓄積の変動，蓄積の変動による利潤率変動とし、う栢互媒

介的な進行が平均利潤率を成立せしめているのであるが，そのような平均利

潤率の形成を保障するものがここで与えられた蓄積径路で、あり，それは利潤

を推進動機とする資本蓄積が究極的に規定されざるをえないものである。

ここで，展開された内容は，固定資本の償却問題，資本の有機的構成の高

度化問題，等々の問題が投入されてより一層精密化されなければならないが，

ここで示されたものはその第一歩である。とはいえ，均衡蓄積軌道に対置さ

れるものは以上の内容でしかありえないことも明白である。

さて，以上において我々は富塚氏に対して資本主義社会において存在の根

拠をもっ蓄積径路を示したが，これでは当然，富塚氏からおまえはし、かよう

に，生産と消費の矛盾を措定し，展開するのか，と反論が生じよう。

以下において，恐慌を惹起せしめるような強蓄積過程と生産と消費の矛盾

との連繋を述べて，生産と消費の矛盾が恐慌の究極の根拠であるということ

の意味を考察しよう。

D この解法は森嶋〔前掲書1i8頁〕から，学んだものである。

第国節 生産と消費の矛盾と資本蓄積

マルクスは『資本論』第3部第30主主で生産と消費の矛盾が「恐慌の究極の

根拠」であるということについて次のように指摘している。
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「……労働者たちの消費能力は，ひとつには労賃の諸法則によって制限さ

れており，ひとつには，彼等は資本家階級のために利潤をもたらすように充用

されうるかぎりでしか充用されない。ということによって制限されている。

すべての現実の恐慌の究極の根拠は，どこまでも，資本主義的生産の衝動に

対比しての，すなわち，あたかもその限界をなすのはただ社会の絶対的な消

費能力だけであるかのように生産諸力を発展させようとする衝動に対比して

の，大衆の窮之と消費制限なのである。」

ここで指摘されている「根拠J(Grand)が「原因J(Ursache)とは異なる

ものであるということは明確なのであるが，必ずしも明確にされて使用され

ているわけではなL、。この区別が，たとえば，山田盛太郎氏がなした恐慌の

説明(消費制限の形成→労賃悪化→全機構震憾〉に向けられるかぎりでは，

明白である。

生産と消費の矛盾を「原因」として取り扱ってはならないと語られながら

も，実際には，恐慌の「説明」に際して，生産と消費の矛盾によって恐慌が

説かれなければ，従ってまた，労働者階級の消費制限の問題が一定の役割を

演ずるものとして説かれなければ，それは「実現吾、慌」説ではないと批判さ

れる。そのような説明に向けられる典型的批判は，1それは宇野派的だ」とい

うことに尽されよう。他方で，消費制限による制限の問題を前面に出せば，

過少消費説明的であるとする批判も当然提起されよう。生産と消費の矛盾を

実際にどのように恐慌と関連づけるかという点で、は，批判する側も反批判す

る側も，必ずしも明確にしているわけではない。

最近の議論では，1究極の根拠」という L、し、方をせずに，1究極原因」という

析表的呼称さえ現われている。これは恐慌を惹起せしめるのに種々の諸原因

を考えることができるが，最終的には，又は中核的な原因としては，消費制

限による制限の問題が発動するのでなければならないとする考え方であろう

が，必ずしも明確ではなし、。だが，かかる表現によって，単純な「原因」説

に対しては「根拠」的な側面を残しつつ，他方で，生産と消費の矛盾によっ

て恐慌が説かれていないとする批判に対しては全面的な反批判を可能としう



128 (128) 経済掌研究←帯26巻第1号

る余地を十分に残す表現で、あるいだが，この説明で、ほ¥r原因」¥主じて生産と
消費の矛盾を取り扱っている之とに疑似はなし、d したがって生産と消費の矛

盾の位置付けをめぐっての混乱は，r生産と消費の矛盾は資本主義にとって，
いつで、も存在するものであり，そういうもので、ある以上，いってもいわなく

てもよいのではないか」とする批判をも生み出じてわる。

以上における問題には二側面の問題の混乱がある。第1に，生産と消費の

矛盾が「恐慌の究極の根拠」であるということはどういうことなのかfこの

ことの解明が1まず必要である。第2に，.資本制生産には特有の諸制眠があり，

この諸制限を乗り越えて，生産力が発展するという点に，恐慌の「原因Jが

求められるが，かかる諸制限と労働者階級の消費制限による制限とが，いか

なる有機的な連闘を持つlているのかフが次に解明されなければならない問題

である。すなわち，生産と消費の矛盾が「恐慌の究極の根拠」であるという

ことはどうし?うことか，ということと，現実に恐慌が一定の価格では実現で

きなし?とし、う形態、において発現しており， したがって現実の恐慌の諸原因の

中における《消費制限による制限訟の位置付けの問題とは別個の問題左して

位置付けるのでなし、かぎり，:問題の混乱は必ず、生じる ζ ととなろう。以上の

こ点の区別の上で;f根拠」と《消費制限による制限》を含めた諸制限との関

連を明確にすればよ¥，.~之主となる。

、本稿では"恐慌を惹起せざるをえない資本の強蓄積過程の分析を通して，

F究極の根拠」の側面に焦点をあでて，問題の解明に接近しよう。

n K.マルクス『資本論」長谷部訳，青木書庖，第田部，第30章;686頁。l
2) 井村喜代予『恐慌句産業循環の研究』有斐閣，.140頁， J41頁。北古賀勝幸『恐慌

守の理論的研究』ミネルグT書房，、 59頁。

• [I J 恐慌を惹起せしめるのは，恐慌に先立つ好況局面における資本の強

蓄積過程にあることは論を待たないーその基礎に生産と消費の矛盾があると

いう指摘も自明であろうが，問題はそのあり方である。この強蓄積過程を分

析することに主って，この問題を解明しよう。

好況局面における基本的特徴は，まず拡大再生産の過程であるが，単なる
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拡大再生産一般ではなく，第 1部門，及び第E部門，共に成長率は上昇して

いるが，第l部門は第E部門に比して不均等に発展しているといってさしっ

かえなかろう。この点の確認は重要である。今，粗成長率を Gi(=Ki(t十1)/

Ki{tl=Ki(t)+JKゅ/Ki(t)=gi十1)とし，不均等発展の種々のケースを類型

化して見ょう。その前に確認しておかなければならないのは，第E部門の成

長率がどうであれ，とにかく G1>G2ということは絶対的であるということ

である。

さて，今，(G1，G2)の Gl 

軌跡を不均等発展の類型

化にもとづき，図解する

と右図のようになる。

①のケースが，今確認

した不均等発展の径路で、

ある。

②のケースは第H部門

の成長率は一定で，コン

スタントに成長している

1 

O 

品② m

④ L\r/~ 

1 

45
0

線

G2 

が，第l部門は第H部門に比して不均等発展を遂げている事態であり G1>
G2=constantである。

③のケースは，第E部門の成長率が鈍化し，単純再生産に急速に接近して

いるが，第 I部門は相変らず，成長している事態である。すなわち G1ω<

G1(t+ll<G1(t+2)・...・・であるが，G2(t)>G2(t十I)>G2(t+2l・・・・・・である。

④のケースは G2が 1以下となり，縮少再生産を行っているが GJは上昇

する事態である。

以上の不均等発展の種々のケースのうち，事態適応的なケースは①以外に

ありえない。

以上の基本的特徴に更に，次の事情が考察される。第 i部門，第E部門の

成長率は不均等的上昇会示しているが，資本家の個人消費は基本的には余り
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増大せず¥微少変動として考えてもさしっかえなし、。当該部門での生産はい

わば単純再生産を基本的特徴としているといえよう。

ついで、，重要な特徴は，強蓄積過程と相互媒介的に進行する，利潤量と利

潤率の増進とし、う事態である。矛Ij潤量の増大ということは生産の規模拡大と

いうことから自明である。

また利潤率の全般的な増進は，それが「幻想的」であるか，どうかにかか

わりなく，破局の直前では事情は異なろうが，ともかく好局局面では上昇す

るというのが，今日の景気指標からも観測される自明のことである。

資本制生産の循環的変動において，利j閏率の上昇ということがないかぎり，

好況そのものが創出されず，かかる局面での利潤率の上昇によって，不況期で

の利潤率の下落を回復する。好況=好利潤は好況の最も基本的指標である。

単純化のきらいはあるが，好況局面における強蓄積過程の以上のような特

徴づけ(①第 I部門，第H部門の成長率の不均等的上昇，②資本家の個人消

費の微少変動，③利潤量と利潤率の増大，増進〕に対して誰も否定しないで

あろう。かかる現実の事態が客観世界として対象化されるならば，問題は，

蓄積と消費とがし、かように関連しているかを，この客観世界から抽出するこ

とである。

与えられた客観世界から資本蓄積と労働者階級の制限された消費との関係

を純粋に抽象するには，この場合，資本家の個人消費をゼロとすればよし、。

資本家の個人消費を捨象して考察するのは，決して，第 i部門と第H部門，

第E部門(資本家の個人消費財部門)の成長率を変数として考えるならば，

三次元の世界となり，考察が複雑になるからということではなし、。第 I部門

と第H門の飛躍的拡大に比して，第皿部門の微少変動という現実に捨象しで

も差支えない客観世界であるが故に捨象するのである。そのことによって，

蓄積のための蓄積を展開する資本の本性を純粋に表現しえるばかりでなく，

資本蓄積と労働者階級の消費との関係がより純粋に現われてくるということ

を考慮するからである。従って，資本家の個人消費を捨象して考察するとい

うことは，かかる局面においてのみ有効であり，決して，あらゆる局面，事
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態に適用しうるということでもない。

次に，分析に際して考慮される事情は，超過需要が累積的に生じている事

態である。これは誰もが認めることであるが，この場合，超過需要に対して

は価格が騰貴し，この騰貴した価格水準におし、て需給が一致する。同時に，

生産物は基本的には全て実現される。多少の売れ残りは，在庫として吸収さ

れつつ，大枠において実現されていると見ることが可能である。部分的過剰

生産も，総需要が総供給を越えている事情のもとでは，資本移動，蓄積配分

の調節のもとで容易に解決される。従って，価格による需給調節によって素

材的均衡が実現されており，実物表示による素材バランスの成立を語ること

が可能で、ある。

以上の二点を考慮して， リアル・タームによる成長径路を考察しよう。

生産手段の需給一致は先の投入，産出の価格関係より，次のように定式化

しうる。

P1(!+I)XIω=P1(t十I)KIC'十l)+P1(t十l)K 2(t十1) …・・・…………………・・・(1)

両辺に P1(件 1)が登場しているが，次期の投入価格 P1(t+l)によって t期の

産出が評価される関係，従って，右辺の需要に対して，左辺の供給価格が，

P1(t十1)に騰貴することによって，需給が一致した事態を(1)式は示している。

両辺の ，P1肘 1)を消去して，

XI(t)=K 1 (什 1) 十 K2~tム 1)… ぃ…・・・……………………………… ・・……(1)， 
次に消費財の需給式を考えよう。

P2it+1)X 2(t) =P2Ct+I)ωω(L1ω+1)+L2(tト1))+P2(のE(n ………………(2)

実質賃金率が t期の表示であるのは，先に検討しておいたように，価格とし

ては t+ 1期の評価を受けとるが，素材的には前期の生産物を受けとる関係

を示している。また，資本家の個人消費は捨象して考察するということから，

P2ωE(り=0としてよし、。したヵ:って，

X2Ct) =ωω(L1(t十1)+L2(什 1))……・・・…………… ・……………・・・……(2)'

(1)'， (2)'の式を粗成長率において示すと，



132 (132) 経済学研二究第26巻ー;第1号

(にν山仇ル山a引h日円l戸l=G
1 

1/a2=ωω(l/rlQωG1(t)十一一一G2(心…...・H ・"………………...・H ・.，(4) 
r2 

ここで，aiは投入係数を示し，riは Kijんを示し，技術的構成を近似的

に表現する。但し Kl/Ll>K2/んであることは当然である。

今，技術革新を考慮せず，資本の有機的構成不変の蓄積が行われており，

操業度はフノレ操業のもとであるから，変化なしとすると ，ai， riは不変であ

る。また Q(t)は K2(t)/K1(のであり，生産手段の部門間配分比率による部門

構成表示である。部門構成は(1)'より次のように規定される。

(1)'の両辺を K1(t+l)で割ると，

Xl(の/G1(りK1(t)=1 + Q(t+1) 

Q(t十1)=1/a¥G1(t)-1 

この式は t期の部門構成の規定関係にも移すことが可能であるから，

Qω=1/a1G1(t-l)ー 1 …，...・H ・...・H ・・ H ・H ・H ・H ・......・H ・……...・H ・..'(5) 

この式が示しているのは，一期前の成長率によって，今期の部門構成が規

定されている関係を示しているから t期において， Qωは変数ではなく，

固定的な値とみなしてよい。従って，方程式は(3)，仏)の 2個，未知数はG1(t)，

G2(り，及ひ、ω(t)の3伺である。このうちのどれかが先決されれば，他の二つ

が決定されるから， (3)， (4)は自由度1の体系である。 G1，G2 の組合せの動

向を考えるのであるが，これは先に検討しておいた客観世界から，次のよう

に述べられる。すなわち，動学的転化問題において提示した特殊解としての

蓄積率1の成長径路(いわゆる単純なフォン・ノイマン径路)が均等成長径

路であるならば，これから考察するのは，その不均等成長径路である。

この不均等成長と利潤量と利潤率の増進ということが，整合的に把握しう

るかどうかが今や説明されなければならなし、。かかる客観世界の整合的説明

原理こそまずもって要請される。

今，先に検討した動学的転化を保障する成長率を G*(=l+gpりとおくと，

(P1*K1(t)十P2*ωL1(t))G*=P1*Xl 

(P1*K2(り+P2*ωL2(り)G*=P2*X2 
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さて， G1(tJ， G2(りは G*の成長

率を乗り越えて成長する径路を

その軌跡とし，右図の様に示さ

れる。G1的>G2(t)>G*が維持さ

GI 
45。線

れつつ G1(り<G1(t十1)<G1(t+2)

・・， 及び G2(t)<G2(件 1)<G2(t+2)

①

一

/Tlア
ー

!
?
i

*
 G
 

(Gキ， G*) 

-・の過程である。

G1の変化率が正であり，かっ

G1ω>G2(ので、あることは次のこ

1 

。 一.....L

G* G2 

とを意味する。

今， (5)を(3)に代入して整理すると，

(1 -aIG1(t))G1(tー
G2(t〉= 7 ………・・・…目・・…・・・・・・ ・・ ・・ ・・…………(6)

1 -a1G1(t-I) 

(6)式が示すのは， G1(ト 1)=G1(のと第 I部門の成長率がH期にわたって等し

ければ，第E部門の成長率はそれに等しくなることを示しているが，これは，

第 I部門の成長率が低下していけば，第E部門の成長率もそれに引きつけら

れ，単純再生産に接近していくということを示している。勿論，ここでは固

定資本が一期で償却されることを想定しているから， II期とし、う短期間で以

上の関係が示された。しかし固定資本の存在を考えても，第 1部門が縮少

してゆき，第E部門の不均等成長を考えれば，経済過程は単純再生産に接近

してし、く。拡大再生産が常に保障されていくためには，G1>G2 となり，常

に余剰生産手段が増大する方向で確保されなければならないことを意味して

いる。どうしてそうなるかは別として，とにかく G1>G2が保障されなけれ

ば，拡大生産が持続不可能になるからであり，現実がまさしくそうであるか

らである。

今，G1(t)， G2(りについて解き， G1ω=!I(ω)， 

G2(の=f2(ω〉とおくと，

fl'(ω)> 0， f2'(ω)> 0， for w'< 0 
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すなわち，G1， G2が不均等成長を実現していくには，実質賃金率は低下

しなければならず，G1， G2 の不均等的な上昇と実質賃金率とは対抗関係に

ある。 (G1，G2) の軌跡が，先に現実的過程として示した径路を歩むために

は，実質賃金率が低下しなければならない。実質賃金率が一定であれば，②

のケースを歩み，上昇すれば，③のケース，実質賃金率のよ弁，及び第E部

門から第皿部門への資本移動が生じれば，④のケースが生じる。

第 I部門，第H部門の成長率の不均等的上昇が生じるためには，実質賃金

率は低下しなければならない。不均等成長が現実であるかぎり，実質賃金率

は低下しないわけにはし、かなし、。このことの理論的な解明は自明である。蓄

積率は 1であり，利潤はすべて蓄積されるにもかかわらず，全体として成長

率が上昇するのであるから，実質賃金率を犠牲tこして利潤率を上昇させるこ

とによる他はなし、。 G1=1 +π1， G2= 1 +的であり G1とG2が上昇する

ためには， π1，π2が上昇する他はなし、。これは対抗的に実質賃金率の低下を

余儀なくさせる。

他方，実質賃金が上昇し，蓄積されるべき利潤率が相対的に減少している

にもかかわらず，第I部門の成長率の上昇を維持するかぎり，第H部門は縮少

してL、かざるをえなし、。かかるツガン的世界を容認するわけにはいかなし、。

実質賃金率の上昇と成長率の上昇とが，好況局面で両立するのだと考える人

は，一度反省されてしかるべきである。

ところで，実質賃金率の上昇の主張の背景には，好況局面では労働者階級

の生活水準は一定程度改善され，上昇するとし、う現実がある。これは実質賃

金率低下ということと整合的であろうか。これは次の様に解決される。

第 1に，率の低下を量の増大で補うこと，すなわち，労働時間の延長によ

って，また労働強度の増大によって実質賃金額を増大させるのである。これ

によって労働者の生活は好転しうるが，率の低下は明白である。

第2に，今まで，賃金と利潤の対抗関係を純粋に抽出するために，労働生

産性一定として考察した。だが，現実には労働生産性が最も上昇するのは好

況局面である。従って，生産性上昇による消費財の生産量，種類も増大する。
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蓄積に伴う雇用増大は相対的過剰人口を吸収し，これによって，労働者階級

の団結闘争は実質賃金低下に抗して強まる。かくして，資本の側は労働生産

性の上昇部分を一定程度，労働者階級に与えることを余儀なくされる。資本

の側の譲歩は労働生産性上昇の範囲内であり，従って，実質賃金率の改善を

見るが，矛IJ潤率の上昇を相殺することはできなL、。実質賃金率の低下傾向は，

労働生産性上昇によって相殺されるとはいえ，基本的傾向である。以上より，

利潤率，量の増大と不均等発展は整合的に進行しうることを見た。

だが，いかにして以上の過程が実現されるかは留保していた。現実過程の

リアル・タームによる表示，図解に過ぎず，これはリアノレ・タームによる表

式分析の限界で、ある。この過程は市場価格，市場利潤率を指標とした諸資本

の競争が実現する。不均等発展は相対価格の変動によって，また市場利潤率

の変動は生産物の価格変動と賃金との相対関係によって規定される。すなわ

ち， リアノレ・タームによる分析は価格分析的視角から補足され，先に留保し

た論点は論証される。実物及び価格の双対分析によって，客観世界はより整

合的に把握しうる。

1) 例えば，井村喜代子「恐慌・産業循環の理論」有斐閣， 1973年， 349~350頁。長

島誠一「独占資本主義の景気循環』新評論， 1974年，付論I参照のこと。

[ 2 J 価格分析はすでに拙稿において展開したので，ここでは粗述にとど

める。

投資を有効需要創出の側面から区別すると二つに類型化しうる。第一に，

投資は社会的には有効需要を創出するが，その需要は 己の当該部門におけ

る需要増となるわけではなく，逆に，当該部門における供給を増大し，利潤

率の下落要因となる。従って，需要増大を前提することなく，個別資本が規

模拡大を実現していくには技術革新を起動力とした諸資本の競争圧力による

革新投資の増大以外になし、。かかる革新投資こそ資本の本性を体現した蓄積

のための蓄積をより官険的に遂行していくものである。第二に，誘発投資で

あるが，これは，有効需要が増大しつつある時に，それを我がものとせんが

為に規模拡大を図る投資である。独立投資をある資本が行えば，他資本も追
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随的に技術革新をせざるをえず¥これによって創出された有効需要を前提に

して，誘発投資が生じ，これは諸資本の相互のシェア拡大をめぐる競争を惹

起する。独立投資とこれに触発されて増大する加速度原理的誘発投資，両者

の相互促進的投資増大は余剰生産手段と余剰消費手段の価格総額を越える。

高投資はまず，第 I部門への需要を増大させ，第 i部門への不均等蓄積ーをも

たらし余剰生産手段の蓄積配分を第 i部門に有利ならしめる。他方，高投

資に伴う雇用増大は賃金総額を増大させるが，余剰生産手段の不足による蓄

積不足は消費財の供給を遅らせ，消費財価格を騰貴せしめる。一人当り貨幣

賃金は過剰人口の存在のために余り上昇しないが，労働者全体の賃金総額は

上昇する。かくして，消費財価格上昇に比して賃金は余り土昇しなし、から 3

実質賃金率は低下する。

以上のことを一般的にいえば，強蓄積過程は資本の有機的構成を高度化さ

せ，労働生産性を高めるが，それ以上の資本投下の拡大，したがって需要の

拡大となるから労働生産性上昇は，実質賃金率の低下を埋め合わすことはで

きなし、。長期的には資本構成は高度化するが，資本蓄積は長期的に上昇すでる

ということはありえず，従って，長期的には資本蓄積のテンポは一定である

が，短期的には，資本は構成を高度化させていく以上に，急速に拡大する。

利潤率は一方的に低下するのではなく，短期的には，従って好況局面では上

昇するとL寸循環的運動をしつつ低下していくのでるる。好況局面では，資

本の有機的構成高度率をこえた投資増大，したがって，生産性の上昇をこえ

た需要の拡大によって，利潤率上昇，実質賃金率低下が生じるのである。資

本蓄積過程において，矛Ij潤率低下と利潤量の増大とは相互促進的に進行する

が，この過程は両契機の静止的，並行的な進行ではなし、。矛Ij潤率は低下して

も，利潤量は増大しうるし，また増大させなければならなし、。資本はこれを

生産拡張によってなし遂げる。好況局面で、の技術革新を起動力とした資本の

ノ高需要、
生産拡張が加速度的に展開するや，高投資、高生産性ノ利潤率上昇←→実質

賃金率低下→高貯蓄→高投資…・・・のドライヴがかかり，高速度成長が展開す

る。従って，この局面では，利潤率の上昇と利潤量の増大が相互促進的に展
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開される。

科j関ネの低下が傾向的であるというゆえんも，反対に作用する言語饗器があ

るということもさることながら，これが基本ではない。生産性上昇をここえた

とLヴ過程がなければ，務潤率は一方的に，斑線的に低下していく

ということになろう G かかる生産拡張が錨格変動を媒介にして，科講Z容を上

させる。

以上の強慈積過税に対して， と?終費はいかように連関しているのかを

しよう。

まず，総生産物についての総需裂と総供給の関係であるが，この場合，

と余京消費手段の額格総額を超過するがゆえに，総、需

裂が総供給を越え，鋪格水準は騰-資するのこの価格水溶で需給は一時的に均

衡する。この価格水準を前提にして，賭資本は自己の科潤率をよ弁させ，ま

た，市場での支配領撲を拡大せんとして，生産拡張に駆り立てられる。絶え

ずこの額格水準での一時的，不安定的な均衡を乗り越えようとする。投紫は

させるが，億方でその投資が生産力化して，鏑格下轄の圧力

となって現れる。かかる擦婆による斜践を資本の無制限的拡張によって乗り

越えようとするが，その乗り越える手段は更なる投資増大である。すなわち，

欝誤克服拭より太なる製限の藩主主によってのみ克譲されるoかかる総体とし

ての総需裂と総勢給の累積的変動においては，資本命tl生室長に願者な無政府性

からする部分的過剰生窪，部分的不均衡は在庫投資や資本移動によって解決

されるo 総需要が題過している事態ではよりー露克服されやすし、この総需

と総数結の一時的均衡の上方への累積的変動過程を内部において規預iする，

労鱒者階級の割限された消費と生産のための生産の不均衡がし、かように関連

しつつ，畏ずるのかが，ここではより

の焦点である。

る。これが問題

労働者諸級の消費は必需品の範閉に罷局されており，したがって老このこ

とを根拠として，援本は科?関を主主産し:実現しうる。科習な生産し，実現し

うるがゆえに，資本は生産力の無制限的拡大への衝撃きに駆り立てられる。利
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潤率，量の相互促進的増大は，資本の本性としての生産のための生産を最も

発揮せしめる。実質賃金率の低下はそれを保障する。かかる実質賃金率の低

下は労働者階級の狭随なる消費制限による制限，過少消費から来るところの

実現不能になることを意味しなし、。その逆である。生産のための生産は，素

材的連関から消費財生産の拡大に結実し，労働者階級の過少消費を乗り越え

ようとする。だが，他方で，先に見たように，生産のための生産，資本の生

産拡張は第 I部門と第E部門の不均等発展となって現われ，消費財の供給不

足，従って，実質賃金率の低下となる。従って，実質賃金率の低下は両部門

の不均等発展によって，保障され，消費制限による制限は不均等発展によっ

て克服される。実質賃金の低下は消費制限による制限の貫徹ではなく，それ

を克服していくものである。これはより大なる不均等発展によってのみ維持

されるσ制限克服はより大なる制限の措定によってのみ克服されるという意

味において矛盾の累積過程である。それでは，好況局面での強蓄積過程に対

して，生産と消費の矛盾はし、かなる意義を持つかを検討しよう。

マノレグスは直接的搾取の条件とその実現の条件について次の様に規定する。

直接的搾取は「生産力」によってのみ制限されるが，実現は「生産諸部門

聞の比例性」と「社会の消費力」によって制限されている。 r社会の消費力
は……敵対的な分配関係を基礎とする消費力によって規定されているのであ

り，……更に，蓄積衝動によって，すなわち資本の増大への，また拡大され

た規模で、の剰余価値の生産への，衝動によって制限されている。J

労働者階級の消費が，分配関係と蓄積衝動によって制限されているという

ことはその通りであり「それだから，市場はたえず拡大されなければならな

いのであり，じたがって，ますます市場の諸関連もそれらを規制する諸条件

も，生産者たちからは独立な自然法則の姿をとるようになり，ますます制御

できないものになる。内的な矛盾は，生産の外的な場面の拡大によって自ら

を解決しようとする。ところが，生産力が発展すればするほど，ますますそ

れは消費関係が立脚する狭い基礎と矛盾してくる。1

ζのマルクスの指摘はまさしく，生産と消費の矛盾についてのべたもので
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ある。この指摘されたことについては，本稿ではより一層具体化して述べて

きたところである。このマノレクスの指摘にある消費制限を「生産の外的な場

面の拡大によって」解決するが，それは生産力の発展との矛盾を累積すると

いうことはすで、に述べた。すなわち，強蓄積過程はまさしく生産と消費の矛

盾を基礎として展開されるものに他ならない。

生産と消費の矛盾とは，次の内容を意味する。労働者階級の消費は制限さ

れているがゆえに，資本は利潤の生産と実現を保障されるのである。だから

こそ，資本は利潤率と量の対立的契機を通して生産力を発展させるが，それ

は制限された消費と衝突する。この衝突は更なる生産拡張によって克服され

ていく。かかる過程の起動力は生産力を無制限に発展せしめようとする傾向，

衝動にある。この生産力の発展が能動的契機となって，資本制生産を動揺せ

じめるのであって，強蓄積とその破綻の最奥の基礎に，生産のための生産と

対比された労働者階級の制限された消費がある。

制限された消費→利潤の生産と実現→生産力の無制限的発展→消費制限と

衝突→生産のための生産による克服・…..この強蓄積過程は生産と消費の矛盾

の解決形態である。円心力と重力との矛盾が円運動をひきおこすように，生

産と消費の矛盾が強蓄積過程を，また，その矛盾が解決しきれなくなる特定

の点において，ぞれは恐慌となって爆発する。

生産と消費の矛盾は，何故に，資本主義的生産がノーマルに進行せず，景

気循環と恐慌とし、う形態をとらざるをえないのか，とL、う根拠を述べたもの

である。

1) 拙稿，前掲論文、

2) K. マノレクス『資本論J第E部上， 355頁。

3) 向上， 356頁。

[ 3 J 恐慌とし、う経済的事象の解明において，恐慌の根拠ということがど

うして問題となるのか。根拠とはいかなる意味で使用されるのか，この点の

十分な解明なしには，生産と消費の矛盾が恐慌の究極の根拠であるというこ

とがどういうことであるか，ということも十分に消化されないであろう。
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この自覚あるなしが「根拠」と「原因」を区別し，生産と消費の矛盾の説

き方を規定する。

資本主義の現実的蓄積過程は，好況，恐慌，不況という諸局面を経過しつ

つ，同期的に変動する。これはすノレクスを問わず¥誰もが認める事実であり，

資本主義の客観的な現実世界である。この客観世界の整合的説明原理として

我々は景気循環論を用意しなければならないであろう。景気循環と恐慌を説

明する十分な論理展開がなされているわけではないが，種々の試みがなされ

ており，またその正杏は別としても，近代経済学においても種々のモデルが

開発されている。しかし，景気循環論やそのモデルは客観的な景気循環の現

象の説明原理たりえても，客観世界成立の根拠を示すものではなし、。立法的

には，この客観的な世界を所与として前提してかかるわけにはし、かなL、。我

々の表象にあって，認識に先立らて存在する景気循環と恐慌という対象の整

合的説明原理としての景気循環論または恐慌論とが理論として承認されるた

めには，客観世界の成立そのものの根拠が解明されなければならない。この方

法的自覚こそ，近代経済学における景気循環のモデルと経済学批判体系とし

てのマルクス経済学における恐慌論の体系的展開とを区別するものである。

恐慌を整合的に説明する論理を探求することは，同時にその論理の成立根拠

をも解明するのでなければならなし、。客観としては措定された対象の分析と

その分析からえられた論理による対象の説明はまず経験科学としての経済学

においてまず要請される方法態度であるが，その説明原理が妥当でかつ客観

的であるということの証明はそれによっては与えられなし、。この成立根拠を

抜きにした恐慌の説明ということであれば，それは仮説にしかすぎなし、。ここ

での説明原理が妥当でかつ客観的で、あることの証査が，この事情を抜きにし

て，社会的，革命的実践に委ねられるのだというので、あれば，それはもとも

と方法論なるものは不要だというに等しし、。究極的には実践によって検討さ

れねばならないだろうが，しかし，それは単なるアプリオリズムにおちいろ

う。自然科学の作業仮説は実験によって証明されるということになろうが，

社会科学においてはここに方法的困難がある。最初から対象を前提しでかか
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るのであれば，我々は好きかつてな前提をこしらえ，その上で百も二百もの

理論体系をこしらえることができょう。現実世界の説明はそれによって立つ

前提そのものが，従って対象の存在根拠そのものが説明されてはじめて妥当

性を持つ。恐慌と景気循環という資本主義に固有な現象は誰もが認めること

であるが，この対象を所与としてかかるかぎり，恐慌は自然法則として永遠

的にくりかえすものとして規定され，それが資本主義の歴史性を示すものと

しては語りえなくなり，資本主義の存在それ自体，自然的，合理的なものと

してその根拠ずらとわれないことになる。

恐慌の根拠をとうということは，恐慌とし、う客観現象の説明ということで

はなく，資本蓄積がどうして恐慌と景気循環とし、う形態をとらざるをえない

のか，ということを説くことであり，恐慌と景気循環を説明する論理を根拠

づけるということである。それによって我々は資本主義の歴史性を語り，そ

れを批判しているということにもなる。恐慌の根拠づけを行うということは，

恐慌と景気循環という事象の解明という恐慌論を経済学批判体系として科学

的に展開することが可能であるとし、う根拠を方法的に解明するおのである。

恐慌の根拠づけということが持つ意義を看過しえない理由はここにある。

従って，恐慌の根拠を述べるということは恐慌の整合的説明原理の土台をな

すのであるから，それは恐慌の説明の論理の性格をも規定するものとなる。

以上の方法的自覚があれば，1原因」と「根拠」とを取り違えるようなこと

はありえないであろう。「恐慌の原因」を語るということは，現実の恐慌とい

う経済事象の整合的説明原理を示すということで、あり，この説明原理の客観

的妥当性の根拠づけとは区別されなければならなし、。かかる方法的自覚に支

えられて始めて恐慌論の科学的展開が可能となろう。資本蓄積が何故に景気

循環と恐慌としづ形態をとらざるをえないのか，とし、う問題を「恐慌の必然

性」の論定の問題であるか，又は「恐慌の可能性の現実性への転化の諸契機J

の問題であるか，としづ論争も，実は言葉の問題で，何故に資本蓄積が恐慌

とし、う破局を伴った変動過程にならざるをえないのか，と問題として提起す

るかぎり，それは問題としてはそれほど大差のないことである。
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、以上において，恐慌の「根拠」とは何を意味す三るのかを規定した。従って，

先に展開したように，資本蓄積が景気循環と恐慌としづ形態をとって現われ

る客観世界の成立根拠に生産と消費の矛盾を求めることが可能となる。

資本の無制限的生産拡張への衝動，傾向が資本制生産に特有な諸制限を乗

り越えることによって，資本は矛盾，困難に落ちいる。かかる過程の能動的

契機は生産力の発展にある。資本が無制限的に生産力を発展せしめる最奥の

基礎に制限された労働者階級の消費をみることができる。

以上のことから明白なのは，現実の恐慌を惹起せしめる諸契機を整合的に

把握し，展開することである。すなわち，r消費制限による制限」をも含めた

諸制限相互の位置づけを明確にしつつ，恐慌を説明することであり，それに

よって恐慌の整合的説明原理が確立されるが，この説明原理は生産と消費の

矛盾によって客観的妥当性を保障される。

資本制生産の特有な諸制限を乗り越えて生産が発展していく点に，恐慌の

「原因Jがあるのであるが，この点，1利潤による制限」と「消費制限による

制隈」の両制限を統一的に把握しなければならないということが指摘されて

きており，富塚氏の恐慌の説明もこの点にそうものであろう。これらの制限

が諸制限中の中核的な位置にあることも自明であろう。先にも見たように生

産力の無制限的発展が能動的契機となって資本制生産を動揺せしめるのであ

るが，かかる生産のための生産を展開するのは自己増殖する価値としての資

本が利潤を生産し，実現しうるからであって，資本が資本の制限になること

によって始めて生産が停止され，蓄積も停止される。「消費制限による制限」

も「利潤による制限」にはねかえることによって始めて制限として振るまう

のである。それではいかように「利潤による制限」が制限として振るまうか

は，現実の恐慌の観察，それの整合的，概念的把握，すなわち具体的な景気

循環論の展開に待たねばならない。

]) 久留問鮫造『マノレクス経済学， レキシコ γ』⑦所収， r莱」大月書庖， 1973年，
13頁。

マ
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本稿を執筆後に，大谷禎之介氏より久留間鮫造先生の富塚良三氏の質問状

に対して回答された論稿「恐慌論体系の展開方法について付JC~経済志林』

第43巻第3号〉を送っていただいた。本稿は，久留問先生がこの後に展開さ

れる「均衡蓄積率J，r恐慌の必然性」を待って，参考にしつつ書くべきであ
っただろうと反省している。本稿の内容は，一年前，私が大学院在学中，富

塚先生を一橋大大学院の自主ゼミナールにお呼び、して研究会を聞いていた際，

私共が先生にいつもやりこめられていた点の反論として執筆されたものであ

る。
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